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はくほう会医療専門学校赤穂校沿革概要 
 
２００５年（平成１７年） ４月  西はりま医療専門学校 

理学療法士、作業療法士養成施設指定承認 
                 第一期生入学（２００８年（平成２０年）３月卒業） 
                 初代学校長 寺本 滋 就任 
２００６年（平成１８年）  ４月  第二期生入学（２００９年（平成２１年）３月卒業） 
２００７年（平成１９年）  ４月    第三期生入学（２０１０年（平成２２年）３月卒業） 
                 初代学校長 寺本 滋 退任 
２００８年（平成２０年）  ４月  第四期生入学（２０１１年（平成２３年）３月卒業） 
                 二代学校長 曺 光仁 就任 
２００９年（平成２１年）  ４月  第五期生入学（２０１２年（平成２４年）３月卒業） 
２０１０年（平成２２年）  ４月  第六期生入学（２０１３年（平成２５年）３月卒業） 
２０１１年（平成２３年）  ４月  第七期生入学（２０１４年（平成２６年）３月卒業） 
２０１２年（平成２４年）  ４月  第八期生入学（２０１５年（平成２７年）３月卒業） 
２０１３年（平成２５年）  ４月  第九期生入学（２０１６年（平成２８年）3 月卒業） 
２０１４年（平成２６年）  ４月  第十期生入学（２０１７年（平成２９年）3 月卒業） 
２０１５年（平成２７年） ３月  二代学校長 曺 光仁 退任 
２０１５年（平成２７年） ４月  第十一期生入学（２０１８年（平成３０年）3 月卒業） 
                 三代学校長 古城 資久 就任 
２０１６年（平成２８年） ４月  はくほう会医療専門学校赤穂校に校名変更 

第十二期生入学（２０１９年（平成３１年）3 月卒業） 
２０１７年（平成２９年）  ４月  第十三期生入学（２０２０年（令和２年）3 月卒業） 
２０１８年（平成３０年） ４月  第十四期生入学 
２０１９年（平成３１年） ４月  第十五期生入学 
２０２０年（令和２年）  ４月  第十六期生入学 
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伯鳳会理念および経営方針 
 
 
理念「平等医療」 
 
１． 我々は健康サービスの水準を高く保ち、いつも最新の健康サービスが提供できるよ

う研鑽し、最良の設備、環境を整えます。 
２． 我々はお客様に愛情と尊敬をもって接し、お客様にとって何が最良かを一緒に考え、

実践します。 
３． 我々は地域社会に安心を提供し、いつも親近感のわく、あたたかい健康サービスを

行います。 
４． 我々は他の健康サービスを行う方々と連携し、地域の方々の健康と生活を守ります。 
５． 我々は健康サービスを通じて自己実現を図り、もって多大なる社会貢献を果たすと

共に、自らも幸福となります。 
 
 
 
 
はくほう会医療専門学校赤穂校教育理念 
 
はじめに 
 はくほう会医療専門学校赤穂校は、専修学校の専門課程として、医療技術をトータルに

体得して、自ら仕事を創造し解決していく社会に必要とされる人材を育成し、地域未来の

安定と福祉社会の形成に貢献していくことを目的とする。 
 
 
教育理念 
 さまざまな人々が共生する未来に向け、「思いやりの心」と「確かな技術」を身につけた、

社会にとって真に役立つ人材の育成に努める。 
 
 
教育方針 
 本校は、リハビリテーション医療を通じて、社会における医療・保健・福祉を中心とす

る分野に貢献できる理学療法士・作業療法士を養成する。 
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はくほう会医療専門学校赤穂校教育目標 
 
１．専門職業人の養成（国家試験の高い合格率） 
   理学療法士・作業療法士は国家試験に合格し、免許を取得することにより専門職 

業人としてスタートラインに起つことが出来る。 
   日常の学習課程により広範囲にわたる基礎、専門基礎、専門分野の知識や技術の 

教授を図り、専門職業人の育成を目指す。 
 
 
２．職業観、職業倫理の確立 
   各療法士は、各職場で「病気」や「障害」を取り扱っているのではなく、「病気」 

や「障害」を抱えた“ひと”への援助活動を行っているとの認識をもち、対象者の 
方々が健康な人と同じ生活条件で社会参加していけるように機能回復に努め、共に 
生き喜び分かち合い全人間的復権がなされるために各法律に基づいた業務の遂行を 
図る。ノーマライゼーションの精神が理解できその精神を行動化できる人材の育成 
を目指す。 

 
 
３．個性的、創造的人材の養成 
   理学療法・作業療法を構成する学問は、学際的色彩が強いため、高い専門性と広 

い視野をもち、新たな道を切り開く、個性と創造性豊かな人材の育成を目指す。 
 
 
４．多様化する社会に対応できる人材の養成（高い就職率） 
   現代社会の急激な変化や諸科学の高度化に対応できるように、多様性の高い教育 

システムにより、広い視野をもち、主体的に課題を探求し、総合的に判断する能力 
を養い、また幅広く深い教養、豊かな人間性、高い倫理観を備え行動できる人材を 
育成する。 

 
 
 
 
 
 
 
 

3



4月 1日 前期授業開始（2･3年生）( 7/17迄) 理学療法学科臨床実習　  　(11/29迄)

4日 入学式

11日 宿泊研修　　　　　　　 ( 4/12迄)

5月 7日 作業療法学科長期総合実習　(9/迄)

7月13日 補講期間　　　　　　　 ( 7/17迄)

学生健康診断

20日 前期定期試験　　　　   ( 7/28迄)

29日 夏季休業　　　　　　   ( 8/31迄)

8月3日 前期再試験　　　　　   ( 8/ 7迄)

夏季休業中 理学療法学科体験実習1週間 (予定)

作業療法学科精神科体験実習2日 (予定)

9月 1日 後期授業開始　　　　　 ( 3/7迄)

12月14日 義士祭

14日 補講期間　　　　　　   (12/18迄)

24日 冬季休業　　　　　　   ( 1/ 5迄)

1月 6日 後期定期試験　　　　   ( 1/13迄)

18日 後期再試験　　　　　   ( 1/22迄)

2月 1日 理学療法学科評価実習　 　 (3/13迄)

作業療法学科評価実習　 　 (3/ 2迄)

理学療法学科見学実習

作業療法学科見学実習

3月6日 卒業式

7日 春季休業　　　　　　

後
期

令和２年度年間予定表　（学事暦）

前
期
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はくほう会医療専門学校赤穂校学則 

 

 

第１章  総 則 

（設置目的） 

第１条 

はくほう会医療専門学校赤穂校（以下「本校」という）は、医療専門職として

必要な知識及び技術を教授し、また、あわせて職業倫理を修得させ、広く社会

に貢献し得る有能な人材を育成することを目的とする。 

（名 称） 

第２条 

はくほう会医療専門学校赤穂校と称する。 

（位 置） 

第３条 

本校の位置は兵庫県赤穂市元町５番地の９に置く。 

（自己点検・評価） 

第４条 

本校は、その教育の一層の充実を図り、本校の目的及び社会的使命を達成する

ため、本校における教育活動等の状況について自ら点検及び評価を行うものと

する。 

２ 前項の点検及び評価の実施に関し、必要な事項は別に定める。 

 

 

第２章  課程・学科・修業年限及び学生定員 

（課程・学科・修業年限及び学生定員） 

第５条 

本校の過程、学科及び修業年限並びに学生定員は、次のとおりとする。 

課   程 区分 学   科 学級数 修業年限 定員 総定員 

医療専門課程 
昼
間
部 

理学療法学科 １ ３年 ４０名 １２０名

作業療法学科 １ ３年 ４０名 １２０名

合  計 ２  ８０名 ２４０名

（在学年限） 

第６条 

学生は、６年を超えて在学することが出来ない。 

２ 第２２条、第２３条及び第２４条の規定により転入学・編入学・再入学した者

は、在学すべき年数の２倍に相当する年数を超えて在学することが出来ない。 
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第３章  学年、学期及び休業日 

（学 年） 

第７条 

学年は、４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 

（学 期） 

第８条 

学年を次の２学期に分ける。 

前期 ４月１日から８月３１日まで 

後期 ９月１日から翌年３月３１日まで 

（休業日） 

第９条 

休業日は次のとおりとする。 

一、日曜日及び土曜日 

二、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律１７８号）に規定する休日 

三、春季休業（３週間） 

四、夏季休業（４週間） 

五、冬季休業（２週間） 

２ 学校長は、必要により前項の休業日を変更することができる。 

３ 第１項に定めるもののほか、臨時に休業を必要とする場合は学校長がその都度

定める。 

４ 学校長は、教育上必要があり、かつ、やむを得ぬ事情があるときは、第１項の

規定にかかわらず、休業日に授業を行うことができる。 

 

 

第４章  教育課程等 

（授業科目・単位数及び時間数） 

第１０条 

本校における授業科目、単位数及び時間数は、理学療法学科については別表

１、作業療法学科については別表２のとおりとする。 

２ 授業科目の単位は、１単位４５時間の学修を必要とする内容をもって構成す

ることを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時間

外に必要な学習などを考慮して、次の各号により算出するものとする。 

一、講義及び演習は、１５時間から３０時間をもって１単位とする。 

二、実習は、４５時間をもって１単位とする。 

（成績評価） 

第１１条  

      授業科目の成績評価は、定期試験並びに臨床実習の成績、履修状況等を総合

的に勘案して行う。 

    ２ 欠課時間数が教科の授業時間数の３分の１を超えた者は、その科目について

評価を受ける資格を失う。 
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（他の専修学校等における授業科目の履修） 

 第１２条  

他の専修学校、大学等において別表１、別表２に定める科目を既に履修して

いる場合には、本人からの申請に基づき個々の既習の学習内容を評価し、第

１５条第１項に定める学校運営会議の議を経て、本校における履修に替える

ことができる。 

２ 前項に規定する単位の認定は、本校の卒業に必要な総単位数の２分の１を超

えない範囲とする。 

 

 

第５章  教職員組織及び運営 

（職 員） 

第１３条 

本校に次の職員を置く。 

学校長        １名 

副学校長       １名 

学科長       各１名 

事務長        １名 

事務職員     １名以上 

学校医（兼務）    １名 

 

 理学療法学科 作業療法学科 

学 科 長 1 名 1 名 

専 任 教 員 6 名以上（学科長含む） 6 名以上（学科長含む） 

非常勤講師 必要数 

 

（運営等） 

第１４条 

学校長は、理事長が理事会の承認を得て任命する。 

２ 副学校長及び学科長は理事長の承認を得て学校長が任命する。 

３ その他の職員については学校長が任命する。 

（運営会議） 

第１５条 

本校の運営に関する重要事項を調査・審議するため、学校長の諮問機関とし

て学校運営会議を置く。 

２ 学校運営会議に関し必要な事項は、学校長が別に定める。 
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第６章  入学、転入学、編入学、再入学、休学、復学、転学、退学 

（入学の時期） 

第１６条 

入学の時期は学年の始めとする。 

（入学資格） 

第１７条  

本校に入学することのできる者は、学校教育法第９０条第１項の規定により、

次の各号のいずれかに該当する者でなければならない。 

      一、高等学校又は中等教育学校を卒業した者 

      二、特別支援学校の高等部又は高等専門学校の 3年次を修了した者 

      三、外国において、学校教育における１２年の課程を修了した者又はこれに

準ずる者で文部科学大臣の指定した者 

      四、文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定し

た在外教育施設の当該課程を修了した者 

      五、専修学校の高等課程（修業年限が３年以上であることその他の文部科学

大臣が定める基準を満たす者に限る）で文部科学大臣が別に指定するも

のを文部科学大臣が定める日以降に修了した者 

      六、文部科学大臣の指定した者 

      七、大学入学試験検定規定（昭和２６年文部省令第１３号）により文部科学

大臣の行う高等学校卒業程度認定試験に合格した者 

八、本校において、個別の入学資格審査により、高等学校を卒業したと同等

以上の学力があると認めた者で、18 歳に達した者 

（入学の出願） 

第１８条 

本校に入学を志願する者は、所定の期日までに、所定の願書に入学検定料及

び別に定める書類を添えて願い出なければならない。 

（入学者の選考） 

第１９条 

入学を志願する者に対しては、入学試験を行い入学を許可すべき者を（以下

「入学試験合格者」という）を選考する。 

（入学手続き及び入学の許可） 

第２０条 

前条の選考により合格した者で入学の許可を受けようとする者は、所定の期

日までに、所定の書類に入学金を添えて提出しなければならない。 

２ 学校長は、前項の手続きを完了した者に対し、入学を許可する。 

（入学取り消し） 

第２１条 

学校長は、入学試験合格者が、不正な手段により入学の許可を受けたと判明

したときは入学許可を取り消すことができる。 
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（転入学） 

第２２条  

理学療法士及び作業療法士養成施設に在学している者で、本校理学療法学科

及び作業療法学科に転入学を希望する者があるときは、学校長は学校の教育

計画、学科及び実習の進度が同程度であり、かつ欠員がある場合に限り、選

考の上、入学試験会議の議を経て、相当の学年次に転入学を許可することで

きる。 

（編入学） 

第２３条  

理学療法士及び作業療法士法第１１条第１項に規定する学校及び養成施設に

在籍していた者で、本校理学療法学科及び作業療法学科に編入学を希望する

者があるときは、学校長は欠員がある場合に限り、選考の上、入学試験会議

の議を経て、相当の学年に編入学を許可することができる。 

（再入学） 

第２４条  

本校理学療法学科及び作業療法学科を退学した者で、退学前と同一の学科へ

の再入学を志願する者があるときは、学校長は欠員がある場合に限り、選考

の上、入学試験会議の議を経て、相当の学年に再入学を許可することができ

る。 

（転入学・編入学・再入学の手続き等） 

第２５条 

本校に転入学・編入学・再入学を志願する者は、所定の期日までに、所定の

願書に入学検定料及び別に定める書類を添えて願い出なければならない。 

２ 入学試験に関し、必要な実施要項は別に定める。 

（休 学） 

第２６条 

学生は次の場合、学校長の許可を得て、その学期又は学年に限り休学するこ

とができる。 

一、病気のため引き続き３ケ月以上就学不能のとき 

二、その他特別の理由があるとき 

２ 前項の休学期間は、在学期間に算入しない。 

３ 休学期間中にその理由が消滅した場合は、復学の許可を願い出ることができ

る。 

４ 休学期間は、引き続き１年を超えることができない。 

５ 学校長は、病気その他の理由により、就学することが不適当と認められる者

に対して休学を命ずることができる。 
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（休学期間の延長） 

第２７条 

休学期間は、通算して３年を超えることができない。ただし、特別の理由が

ある場合には、学校長はその期間の延長を許可することができる。 

（復 学） 

第２８条 

休学期間満了の場合、又は休学期間内であっても、その理由が消滅した場合

には、学校長の許可を得て、復学することができる。 

（転 学） 

第２９条 

学生が他の養成施設又は学校（３年）に転学を志願しようとするときは、理

由を記した書類を添えて学校長に願い出て、許可を受けなければならない。 

（退 学） 

第３０条 

学生が退学しようとするときは、理由を記した書類を添えて学校長に願い出

て、許可を受けなければならない。 

（本校の命ずる退学） 

第３１条 

学校長は、次の各号の一に該当する者に対して、第１５条第１項に定める学

校運営会議の議を経て、退学を命ずることができる。 

一、正当な理由がなく欠席が長期にわたる者 

二、成業の見込みがないと認められる者 

三、第６条第１項又は第２項に規定する期間を超えた者 

四、本校学生として不適当と認められる者 

五、授業料を納期までに納付せず、かつ、督促しても納付しない者 

（除 籍） 

第３２条 

学校長は、次の各号の一に該当する者を、第１５条第１項に定める学校運営

会議の議を経て、除籍することができる。 

一、死亡の届出のあった者 

二、行方不明の届出のあった者 

 

 

第７章  卒 業 

（卒 業） 

第３３条 

学校長は、学則第１０条に定める授業科目の単位をすべて修得した者につい

て、卒業を認定する。 

２ 学校長は卒業を認定した者に対し、卒業証書を授与する。 
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（資格の取得） 

第３４条 

本校の理学療法学科を卒業した者には、理学療法士国家試験の受験資格が与

えられ、また、作業療法学科を卒業した者には、作業療法士国家試験の受験

資格が与えられる。 

（称号の付与） 

第３５条 

医療専門課程 理学療法学科及び作業療法学科を修了した者は、専門士（医

療専門課程）と称することができる。 

 

 

第８章  賞 罰 

（表 彰） 

第３６条 

学校長は、表彰に値する行為を行った学生を表彰することができる。 

（懲 戒） 

第３７条 

本校の規則若しくは学校長の命令に違反し、又は学生の本分に反する行為が

あった者は、所定の手続きによって懲戒する。 

２ 懲戒の種類は、戒告、停学及び退学とする。 

３ 停学が引き続き３ヶ月以上にわたるときは、その期間は在学期間に算入しな

い。 

 

 

第９章  健康管理 

（健康管理） 

第３８条 

学校保健安全法第１３条第１項、第３２条第３項の規定に基づき、学生に対

して１年に１回以上の健康診断を実施する。 

 

 

第１０章  入学検定料、入学金及び授業料 

（納付義務） 

第３９条 

入学を志願する者は入学検定料を、納めなければならない。 

２ 入学許可された者は入学金及び授業料を納めなければならない。但し、授業

料は別に定めるところにより、学校長の許可を得て分納することができる。 
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（納付金等） 

第４０条 

入学検定料、入学金、施設設備費、実習費及び授業料の額は、別表３のとお

りとする。 

    ２ 手続等詳細は別に学校長が定める。 

（入学検定料、入学金の還付） 

第４１条 

既納の入学検定料、入学金は、いかなる事情があっても返還しない。 

（休学の場合の授業料） 

第４２条 

学生が休学を許可され、又は休学を命ぜられた場合において、休学当期の授

業料は徴収しない。 

（退学、停学の場合の授業料） 

第４３条 

学生が退学を許可され、又は退学を命ぜられた場合においても、その期の授

業料は徴収する。 

２ 学生が停学を命ぜられた場合においても、その期間中の授業料は徴収する。 

（実習費等） 

第４４条 

教材費等は、必要に応じて学生が負担するものとする。 

 

 

第１１章  雑 則 

第４５条 

本学則の施行に関し、必要な細則は別に定める。 

 

 

附 則 

１．この学則は、平成２９年４月１日より施行する。 
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１単位

の時間 前期 後期 前期 後期 前期 後期

心　理　学 2 15 30 2
文　      学 1 15 15 1
倫　理　学 1 15 15 1
教　育　学 1 15 15 1
生　物　学 1 15 15 1
物　理　学 1 15 15 1
統　計　学 2 15 30 2

社　会　福　祉　学 1 15 15 1
公　衆　衛　生　学 1 15 15 1

体　      育 1 15 15 1
日　常　英　語 1 15 15 1
医　学　英　語 1 15 15 1

14 210 10 4
解　剖　学　Ⅰ 1 30 30 1
解　剖　学　Ⅱ 1 30 30 1
解　剖　学　Ⅲ 1 30 30 1

機　能　解　剖　学 1 30 30 1
生　理　学 2 30 60 1 1

生　理　学　演　習 1 30 30 1
運　動　生　理　学 1 30 30 1

運　動　学　Ⅰ 1 30 30 1
運　動　学　Ⅱ 1 30 30 1

運　動　学　演　習　Ⅰ 1 30 30 1
運　動　学　演　習　Ⅱ 1 30 30 1

12 360 6 5 1
病　理　学 1 30 30 1

臨　床　心　理　学 1 30 30 1
一　般　臨　床　医　学 1 30 30 1

内　科　学 1 30 30 1
整　形　外　科　学　Ⅰ 1 30 30 1
整　形　外　科　学　Ⅱ 1 30 30 1
神　経　内　科　学　Ⅰ 1 30 30 1
神　経　内　科　学　Ⅱ 1 30 30 1

精　神　医　学　Ⅰ 1 30 30 1
精　神　医　学　Ⅱ 1 30 30 1

薬　理　学 1 30 30 1
栄　養　学 1 30 30 1

小　児　科　学 1 30 30 1
老　年　医　学 1 30 30 1

14 420 0 6 4 4
リハビリテーション概論 注1) 1 30 30 1

多　職　種　連　携　論 1 30 30 1
地　域　共　生　支　援　論 1 30 30 1
保 健 医 療 福 祉 制 度 論 1 30 30 1

4 120 1 1 1 1
理　学　療　法　概　論 1 30 30 1
基　礎　理　学　療　法 1 30 30 1

臨　床　運　動　学 1 30 30 1
理　学　療　法　演　習　Ⅰ 1 30 30 1
理　学　療　法　演　習　Ⅱ 2 30 60 2

6 180 1 3 2
リハビリテーション管理学 1 30 30 1

理　学　療　法　管　理　学 1 30 30 1
2 60 1 0

理 学 療 法 評 価 法 概 論 1 30 30 1
検　査　・　測　定　論　Ⅰ 1 30 30 1
検　査　・　測　定　論　Ⅱ 1 30 30 1
検　査　・　測　定　論　Ⅲ 1 30 30 1
検　査　・　測　定　論　Ⅳ 1 30 30 1
理　学　療　法　技　術　論 1 30 30 1

6 180 2 1 3
基　礎　運　動　療　法　Ⅰ 1 30 30 1
基　礎　運　動　療　法　Ⅱ 2 30 60 2

物　理　療　法　Ⅰ 1 30 30 1
物　理　療　法　Ⅱ 1 30 30 1

日　常　生　活　活　動　Ⅰ 1 30 30 1
日　常　生　活　活　動　Ⅱ 1 30 30 1

義　肢　装　具　学　Ⅰ 1 30 30 1
義　肢　装　具　学　Ⅱ 1 30 30 1
神　経　障　害　系　Ⅰ 2 30 60 2
神　経　障　害　系　Ⅱ 1 30 30 1
神　経　障　害　系　Ⅲ 1 30 30 1

骨　関　節　疾　患　系　Ⅰ 2 30 60 2
骨　関　節　疾　患　系　Ⅱ 2 30 60 2

内　部　障　害　系 1 30 30 1
小　児　系 1 30 30 1

ス ポ ー ツ 理 学 療 法 学 1 30 30 1
20 600 1 9 10

地　域　理　学　療　法　学 1 30 30 1
生　活　環　境　論 2 30 60 2

3 90 2 1
見学実習（通所リハを含む） 1 40 40 1

介　護　体　験　実　習 1 40 40 1
評　価　実　習 3 45 135 3

臨　床　実　習　Ⅰ 8 45 360 8
臨　床　実　習　Ⅱ 8 45 360 8

21 935 1 3 8 8
総合演習 理 学 療 法 総 合 演 習 1 30 30 1

1 30 1

ス　ポ　ー　ツ　心　理　学 1 15 15 1
体 育 ・ ス ポ ー ツ 経 営 学 1 15 15 1

ス　ポ　ー　ツ　科　学 2 15 30 2
ト　レ　ー　ニ　ン　グ　論 2 15 30 2

ト　レ　ー　ニ　ン　グ　演　習 2 15 30 2
8 120 4 4

レ ク リ エ ー シ ョ ン 理 論 1 30 30 1
レ ク リ エ ー シ ョ ン 実 技 1 30 30 1

2 60 1 1

103 3185 22 18 20 22 10 9

10 180 5 5

113 3365 27 23 20 22 10 9

基　礎　分　野　（14） 14 15 210 10 4 0 0 0 0
専門基礎分野　（30） 30 30 900 7 12 6 5 0 0
専　門　分　野　（37） 37 30 1110 5 1 14 14 2 0
臨　床　実　習　（20） 21 40,45 935 0 1 0 3 8 8

　　　  総　合　演　習 1 30 30 0 0 0 0 0 1
合計履修単位数（101） 103 3185

※ 講義・演習については、15時間及び30時間をもって1単位とする。
実習・臨床実習については、40時間以上45時間以内をもって1単位とする。

注1) リハビリテーション医学を含む
注2) ２年次にも同様に開講し、選択受講を可能とする

理学療法管理学

小　　　　計　（2）

理学療法評価学

小　　　　計　（6）

別表１　理学療法学科　教育課程　

教育内容 授業科目 単　位 時間数
１年 ２年 ３年区

分

基
礎
分
野

科学的思考の基盤
人間と生活
社会の理解

小　　　　計　（14）

専
門
基
礎
分
野

人体の構造と機能及
び心身の発達

小　　　　計　（12）

疾病と障害の成り立ち
及び回復過程の促進

小　　　　計　（14）

保健医療福祉とリハビ
リテーションの理念

小　　　　計　（4）

理学療法治療学

1000 1300 810

小　　　　計　（3）

臨床実習

小　　　　計　（20）

小　　　　　　計

小　　　　計　（20）

地域理学療法学

総　　　合　　　計

必
須

選
択
注2)

必　須　科　目　年　間　授　業　時　数

必　　　須　　　総　　　合　　　計

選　　　択　　　総　　　合　　　計

JATI
J
A
T
I

小　　　　　　計　（６）

レクリエーションレ
ク 小　　　　　　計　（２）

演
習

総
合

専
門
分
野

基礎理学療法学

小　　　　計　（6）
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１単位

の時間 前期 後期 前期 後期 前期 後期

心　理　学 2 15 30 2
文　      学 1 15 15 1
倫　理　学 1 15 15 1
教　育　学 1 15 15 1
生　物　学 1 15 15 1
物　理　学 1 15 15 1
統　計　学 2 15 30 2

社　会　福　祉　学 1 15 15 1
公　衆　衛　生　学 1 15 15 1

体　      育 1 15 15 1
日　常　英　語 1 15 15 1
医　学　英　語 1 15 15 1

14 210 10 4
解　剖　学　Ⅰ 1 30 30 1
解　剖　学　Ⅱ 1 30 30 1
解　剖　学　Ⅲ 1 30 30 1

機　能　解　剖　学 1 30 30 1
生　理　学 2 30 60 1 1

生　理　学　演　習 1 30 30 1
運　動　生　理　学 1 30 30 1

運　動　学　Ⅰ 1 30 30 1
運　動　学　Ⅱ 1 30 30 1

運　動　学　演　習　Ⅰ 1 30 30 1
運　動　学　演　習　Ⅱ 1 30 30 1

12 360 5 6 1
病　理　学 1 30 30 1

臨　床　心　理　学 1 30 30 1
一　般　臨　床　医　学 1 30 30 1

内　科　学 1 30 30 1
整　形　外　科　学　Ⅰ 1 30 30 1
整　形　外　科　学　Ⅱ 1 30 30 1
神　経　内　科　学　Ⅰ 1 30 30 1
神　経　内　科　学　Ⅱ 1 30 30 1

精　神　医　学　Ⅰ 1 30 30 1
精　神　医　学　Ⅱ 1 30 30 1

薬　理　学 1 30 30 1
栄　養　学 1 30 30 1

小　児　科　学 1 30 30 1
老　年　医　学 1 30 30 1

14 420 6 4 4
リハビリテーション概論 注1) 1 30 30 1

多　職　種　連　携　論 1 30 30 1
地　域　共　生　支　援　論 1 30 30 1
保 健 医 療 福 祉 制 度 論 1 30 30 1

4 120 1 1 2
作　業　療　法　概　論 1 30 30 1

基　礎　作　業　学 1 30 30 1
作　業　学　演　習　Ⅰ 1 30 30 1
作　業　学　演　習　Ⅱ 1 30 30 1
作　業　学　演　習　Ⅲ 1 30 30 1

5 150 2 1 1 1
リハビリテーション管理学 1 30 30 1

作　業　療　法　管　理　学 1 30 30 1
2 60 1

作 業 療 法 評 価 法 概 論 1 30 30 1
作 業 療 法 評 価 法 Ⅰ 1 30 30 1
作 業 療 法 評 価 法 Ⅱ 1 30 30 1
作 業 療 法 評 価 法 Ⅲ 1 30 30 1
作 業 療 法 評 価 法 Ⅳ 1 30 30 1

5 150 2 2 1
身 体 障 害 治 療 学 Ⅰ 1 30 30 1
身体障害治療学Ⅰ演習 1 30 30 1
身 体 障 害 治 療 学 Ⅱ 2 30 60 2
身体障害治療学Ⅱ演習 1 30 30 1
精 神 障 害 治 療 学 Ⅰ 1 30 30 1
精神障害治療学Ⅰ演習 1 30 30 1
精 神 障 害 治 療 学 Ⅱ 1 30 30 1
精神障害治療学Ⅱ演習 1 30 30 1
高次神経障害治療学 1 30 30 1

高次神経障害治療学演習 1 30 30 1
老 年 期 障 害 治 療 学 1 30 30 1
発 達 障 害 治 療 学 Ⅰ 1 30 30 1 1
発 達 障 害 治 療 学 Ⅱ 1 30 30 1
日　常　生　活　活　動 1 30 30 1

日 常 生 活 活 動 演 習 Ⅰ 1 30 30 1
日 常 生 活 活 動 演 習 Ⅱ 1 30 30 1

義　肢　装　具　学　Ⅰ 1 30 30 1
作　業　療　法　演　習 1 30 30 1

19 570 1 7 12
地　域　作　業　療　法　学 1 30 30 1

生　活　環　境　論 2 30 60 2
ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ機器･職業関連活動 1 30 30 1

4 120 3 1
見学実習（通所リハを含む） 1 40 40 1

評　価　実　習 3 45 135 3
長　期　総　合　実　習　Ⅰ 9 45 405 9
長　期　総　合　実　習　Ⅱ 9 45 405 9

22 985 1 3 9 9
総合演習 作業療法総合演習 1 30 30 1

1 30 1

ス　 ポ　ー　ツ　心　理　学 1 15 15 1
体 育 ・ ス ポ ー ツ 経 営 学 1 15 15 1

ス　ポ　ー　ツ　科　学 2 15 30 2
ト　レ　ー　ニ　ン　グ　論 2 15 30 2

ト　レ　ー　ニ　ン　グ　演　習 2 15 30 2
8 120 4 4

レ ク リ エ ー シ ョ ン 理 論 1 30 30 1
レ ク リ エ ー シ ョ ン 実 技 1 30 30 1

2 60 1 1

102 3175 22 21 17 23 9 10

10 180 5 5

112 3355 27 26 17 23 9 10

基　礎　分　野　（14） 14 15 210 10 4 0 0 0 0
専門基礎分野　（30） 30 30 900 6 13 5 6 0 0
専　門　分　野　（35） 35 30 1050 6 3 12 14 0 0
臨　床　実　習　（22） 22 40,45 985 0 1 0 3 9 9

　　　　    総　合　演　習 1 30 30 0 0 0 0 0 1
合計履修単位数（101） 102 3175

※ 講義・演習については、15時間及び30時間をもって1単位とする。
実習・臨床実習については、40時間以上45時間以内をもって1単位とする。

注1) リハビリテーション医学を含む
注2) ２年次にも同様に開講し、選択受講を可能とする

演
習

総
合 小　　　　　　計

小　　　　計　（19）

地域作業療法学

小　　　　計　（4）

臨床実習

小　　　　計　（22）

小　　　　計　（14）

専
門
基
礎
分
野

人体の構造と機能及
び心身の発達

小　　　　計　（12）

作業療法治療学

別表2　作業療法学科　教育課程

教育内容 授業科目 単　位 時間数
１年 ２年 ３年区

分

総　　　合　　　計

選
択
注2)

J
A
T
I

JATI

小　　　　計　（６）

小　　　　計  （２）

必　須　科　目　年　間　授　業　時　数 1090 1245 840

レ
ク

レクリエーション

必
須

必　　　須　　　総　　　合　　　計

選　　　択　　　総　　　合　　　計

疾病と障害の成り立ち
及び回復過程の促進

小　　　　計　（14）

保健医療福祉とリハビ
リテーションの理念

小　　　　計　（4）

基
礎
分
野

科学的思考の基盤
人間と生活
社会の理解

専
門
分
野

基礎作業療法学

小　　　　計　（5）

作業療法管理学

小　　　　計　（2）

作業療法評価学

小　　　　計　（5）

14
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別表３ 入学検定料、入学金及び授業料等 

 

区

分 
学科名 入学検定料 入学金 授業料 施設設備費 実習費 

昼
間
部 

理学療法学科 25,000 円 
300,000 円

(入学時) 

600,000 円

(年間) 

200,000 円 

(年間) 

200,000 円

（年間） 

作業療法学科 25,000 円 
300,000 円

(入学時) 

600,000 円

(年間) 

200,000 円 

（年間） 

200,000 円

（年間） 
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学校履修規程 
 
 
第１章 授業及び出席管理 
 第１条 各授業科目の履修授業科目並びに授業時間数は別表１、２のとおりとする。 
（授業・臨床実習時間） 
 第２条 授業及び実習に関するカリキュラム並びに始業及び終業時刻は学校長が定める。 

２ 授業時間（校内授業）については、９０分をもって２授業時間とし４５分をも 
って１授業時間とする。（以下「時間」という） 

   ３ 臨床実習時間は６０分をもって１授業時間とする。 
第３条 授業の履修については全科目を必須とする。 

   ２ 授業科目は、学校長の定める時間割により授業を受けるものとする。 
   ３ 履修に当たっては、定められた各学年の教育計画に従わなければならない。 
   ４ 授業科目ごとに出欠を調べる。 
（授業時間） 
第４条 授業時間は次のとおりとする。 

     １時限   ９時００分～１０時３０分 
     ２時限  １０時４０分～１２時１０分 
     ３時限  １３時１０分～１４時４０分 
     ４時限  １４時５０分～１６時２０分 
   ２ 原則として４時限までとするが、科目によっては５時限の時間帯で履修する場 

   合がある。そのときの時間は次のとおりである。 
     ５時限  １６時３０分～１８時００分 
   ３ 学外実習の時間は、実習施設の就業時間に合わせる。 
（欠席の手続き及び取り扱い） 
第５条 欠席とは一日中出席しないときと定める。 

２ 学生がやむをえない事由で欠席する場合は、事前に欠課・遅刻・早退届（別紙 
「様式６」）を事務室の学生係に提出し、同時に教員に報告しなければならない。 

    ただし、突発的なやむをえない事由で欠席する場合は、電話にて本校に連絡を 
    行い事後速やかに書面により届け出なければならない。 

（遅刻・早退・外出の手続き及び取り扱い） 
 第６条 学生がやむをえない事由で遅刻、早退する場合には、事前に欠課・遅刻・早退

届（別紙「様式６」）を事務室の学生係に提出し、同時に教員に報告しなけれ

ばならない。ただし、突発的なやむをえない事由で遅刻をする場合は、開始時

間までに電話にて本校に連絡を行い教員に報告した後、翌日以降遅滞なく、欠
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課・遅刻・早退届により届け出ること。 
   ２ 就学時間中の外出は原則として禁止とする。ただし、やむをえない事由で外出

しなければならないときは、事前に欠課・遅刻・早退届を事務室の学生係に提

出し、教員に報告し許可を求めなければならない。 
（遅刻、早退及び欠課の取り扱い） 
  第７条 遅刻、早退及び欠課は、次のように取り扱う。 
      １）遅刻 授業開始後２０分以内の欠時間があるとき 

２）遅刻は学校生活において３回をもって欠課１回、教科においては当該教科 
の欠課１回とする。 

３）交通機関の事故などにより遅刻となった場合には、遅延証明書により出席 
とみなす。 

４）早退 授業終了前２０分以内の欠時間があるとき 
５）早退は、学校生活において３回をもって欠課１回、教科においては当該教

科の欠課１回とする。 
       ６）授業開始時から２０分を超えると欠課となる。 
（欠席・欠課等の特例） 
 第８条 忌引は公欠とし、欠席・欠課の扱いはしない。 
     忌引の日数は次のとおりとする。 
      １）親、配偶者、子および義父母                  ５日 
     ２）兄弟姉妹、祖父母                       ２日 
     ３）配偶者の父母及び子（ただし、生計を一にする場合は１）に準ずる ２日 
     ４）曾祖父母、伯叔父母、甥姪                   １日 
   ２ 出校停止の場合、欠席・欠課扱いはしない。 
     ただし、ここでいう出校停止とは次のことをいう。 
     １）学校保健法第１２条による隔離その他の場合の日数 
     ２）学校保健法第１３条による休業を実施した場合の日数 
     ３）学生または保護者の責任に帰することのできない非常変災等で欠席した場

合で、学校長の認めた日数 
   ３ 次の各号に該当する場合で「欠席等公認届」（別紙「様式８」）を提出したとき

は、出席扱いとする。 
     １）忌引による場合 
     ２）授業中の負傷又は病気の治療で学校長が承認した場合 
     ３）伝染病発生並びに罹患による出校停止の場合 
     ４）本人の責めによらない不可抗力の場合 

５）その他学校長が特に承認する場合 
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第２章 試験及び評価 
（科目評価） 
 第９条 授業科目の評価には、試験を実施する。 

２  病気その他やむを得ない理由により試験を受けることのできなかった者又

は不合格の者に対しては、追試験又は再試験を行うことができる。 

３  欠課時間数が教科の授業時間数の３分の１を超えた者は、その科目につい

て評価を受ける資格を失う。 

（試験の種類） 
 第１０条 教科目の試験は次のとおりとする。 
        １）定期試験（前期試験、後期試験） 
        ２）理学療法総合演習･作業療法総合演習試験 
        ３）追試験 
        ４）再試験 
        ５）認定試験 
（定期試験の時期） 
 第１１条 定期試験は、各期末に実施する。 
    ２ 前期履修教科目は前期末に、後期履修教科目は後期末に総括的評価としての

試験を実施する。 
      ただし、学校長が教育上必要であると認めた場合にはこの限りではない。 
    ３ 履修教科目のうち演習等の実技を伴うものは、授業時間内に総括的評価を実

施し、定期試験期間内で試験をしないことがある。 
（定期試験実施の掲示） 
 第１２条 試験の教科名、日時等は、原則として試験開始１週間前に掲示する。 
（定期試験受験資格） 
 第１３条 各教科の受験資格は、次のとおりである。 
      １）各教科は、授業数の３分の２以上を受講している者 
      ２）所定の手続きをせずに学納金を滞納している者は、受験することはでき

ない 
      ３）受験後に受験資格のないことが判明した場合、その受験は無効とする 
（定期試験の方法） 
 第１４条 試験の方法は、論述（記述）試験、口頭試験、実技試験、シュミレーション

テスト、レポート、作品提出等とする。 
 第１５条 専門教科の演習等の実技の総括的評価方法は、実技試験を原則とする。 
（定期試験の評価） 
第１６条 前期試験、後期試験は、すべての授業科目（演習を含む）を１００点満点と
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し、６０点以上を合格とする。ただし、１点未満の端数があるときは、四捨

五入する。また、学籍簿への記載は以下の基準で評定を行う。 
      Ａ（１００～８０点） Ｂ（７９～７０点） Ｃ（６９～６０点） 

  Ｄ（５９点以下）   Ｎ（単位認定） 
 第１７条 受験中において不正行為をした者、あるいは不正行為があったと認められた

者については全教科を０点、不合格とする。さらに、戒告、停学もしくは退

学等の懲戒の処分の対象となる。 
（理学療法総合演習・作業療法総合演習試験の時期） 
 第１８条 ３年次の概ね２月初旬と中旬に合計２回実施する。 
（理学療法総合演習・作業療法総合演習試験の実施の掲示） 
 第１９条 日時等は、原則として試験開始１週間前に掲示する。 
（理学療法総合演習・作業療法総合演習試験資格） 
 第２０条 受験資格は次のとおりである。 
      １）理学療法総合演習･作業療法総合演習以外の単位をすべて取得している者 

２）所定の手続きをせずに学納金を滞納している者は、受験することはでき

ない 
      ３）受験後に受験資格のないことが判明した場合、その受験は無効とする 
（理学療法総合演習・作業療法総合演習試験の方法） 
第２１条 範囲は、国家試験出題基準に順ずる。 
第２２条 点数配分は国家試験に準じ、午前１４０点（実地問題３点×２０問、一般問

題１点×８０問）、午後１４０点（実地問題３点×２０問、一般問題１点×  

８０問）で合計２８０点満点とする。 
（理学療法総合演習・作業療法総合演習試験の評価） 
第２３条 ２回の試験の平均成績が６割（総得点１６８点）以上かつ実地問題４３点以

上を合格とする。ただし、平均成績算出の際、１点未満の端数があるときに

は四捨五入する。 
（追試験及び再試験） 
 第２４条 追試験は、病気などの理由により第１０条第１号で規定する試験を受験しな

かった者が受けることができるものである。 
    ２ ただし、第１０条第２号の理学療法総合演習･作業療法総合演習試験は、追試

験を実施しないものとする。 
    ３ 追試験は、当該履修教科目の定期試験実施日から１週間以内に実施する。 
 第２５条 再試験は、第１０条第１号、第３号の試験を受験して不合格とされた者で、

その教科担当の教授者が認めた場合のみ、受けることができるものである。 
    ２ 再試験は、再試験期間中に実施される。 
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（追試験及び再試験の受験資格と手続） 
 第２６条 追試験を受けることができる者は、次の各号に該当し教科担当の教授者が正

当であると認めた者である。なお、証明書の添付が必要となる場合がある。 
      １）病気及び負傷のため、登校できなかった者（医師の診断書添付） 
      ２）火災、風水害、交通事故及び交通遮断などで出校不能となった者（証明

書添付） 
      ３）忌引きのために欠課した者 
    ２ 前項の理由により定期試験を受けることができなかった者は、所定の追試験

受験願（別紙「様式１３」）を当該履修教科目の試験終了後３日以内に事務室

の教務係へ提出し、追試験受験手数料１教科につき２，０００円を納入しな

ければならない。ただし、追試験受験手数料はいかなる事情があっても返却

しない。 
    ３ 追試験の受験者は、追試験手続時に発行された追試験受験票を、追試験受験

時に当該試験監督者に提示しなければならない。 
    ４ 追試験は、当該授業科目につき１回のみ受験できる。 
 第２７条 再試験は、第２５条第１項に該当する者で、次項以下の手続きを終了したも

のが受験することができる。 
    ２ 第２５条第１項により、再試験を希望する者は、所定の再試験受験願（別紙

「様式１２」）を成績発表後３日以内に事務室の教務係に提出し、再試験受験

手数料１教科につき２，０００円を納入しなければならない。ただし、再試

験受験手数料はいかなる事情があっても返却しない。 
    ３ 再試験の受験者は、受験手続時に発行された再試験受験票を、再試験受験時

に当該試験監督者に提示しなければならない。 
（認定試験） 
 第２８条 単位取得及び卒業の要件に定める規定を満たさないときに、その者が受験し 
      合格することで単位取得や卒業することができる試験のことを認定試験とい  

う。 
    ２ 認定試験には、単位取得に関する単位認定試験と卒業に関する卒業認定試験 
      とがある。ただし、定期試験・理学療法総合演習・作業療法総合演習試験の 
      受験資格を有する者を対象とする。 
    ３ 認定試験の実施日は、学校長がその都度決定し、実施日１週間前までにその 
      内容を周知されなければならない。 
    ４ 単位認定試験の時期については、前期試験後に再試験を実施し、その後に前 
      期単位認定試験を実施する。後期試験後に再試験を実施し、その後に後期単

位試験を実施する。 
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    ５ 第１項により、受験を希望する者は所定の認定試験受験願（別紙「様式２５」 
      及び「様式２６」）を実施内容の周知後３日までに事務室の教務係に提出し、

単位認定試験受験手数料は３，０００円、卒業認定試験受験手数料は５，０

００円を納入しなければならない。ただし、認定試験受験手数料はいかなる

事情があっても返却しない。 
（追試験及び再試験の評価） 
 第２９条 追試験及び再試験の評価は、次のとおりとする。 

１）追試験は、７５点以上を合格とし、素点は点数に０．８を乗じた点とす

る 
      ２）再試験は、８０点以上を合格とし、素点は６０点とする 
     ３）再試験不合格の場合、再試験の素点に０．７５を乗じた点と定期試験の

素点を比較し、点数の大きいほうをその教科の点とする 
      ４）受験手続をしないで追試験又は再試験を受験したものは、これを無効と

する 
（実習前判定） 
 第３０条 ２年次において履修すべき全単位（評価実習を除く）を取得していることが、 
      評価実習を履修する条件となる。 
    ２ 長期実習までに評価実習の単位を取得しておかなければならない。 
（実習判定） 
 第３１条 ２年次の評価実習の単位が未取得であった場合には卒業延期となる。 

２  ３年次の臨床実習の単位が未取得であった場合には卒業延期となる。 
３ その他の詳細な規定については、学校長が別に定める。 

（再履修） 
 第３２条 当該年度において単位が取得できなかった者は、次のとおり再履修すること 
      ができる。 
      １）１年次に未取得の単位は２年次に再履修することができる 
      ２）２年次に未取得の単位は３年次に再履修することができる 
      ３）３年次に未取得の単位がある場合は卒業延期となる 
（卒業判定） 
 第３３条 卒業資格は、履修すべき全教科と臨床実習の単位をすべて取得していること

が条件となる。 
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第３章 懲戒および退学処分 
 第３４条 学則第３７条に則り、戒告、停学及び退学の懲戒処分にすることがある。 
 第３５条 学則第３１条第４号に規定する「本校学生として不適当と認められる者」と

は、次の各号のいずれかに該当する者を言う。 
      １）理学療法士及び作業療法士法第４条に該当する者 

２）性行不良で改善の見込みがないと認める者 
      ３）正当な理由がなく出席が常でない者 
      ４）学業成績が劣等で成業の見込みがない者 
      ５）休学期間が２年以上におよぶ者 
      ６）心身ともに不健康で健康の状況に回復する見込みのない者 
      ７）学校長が定める規則を守らず、学校の秩序を乱し、その他学生の本分に

反した者 
      ８）その他、学校長が不適当と認めた者 
    ２ 学校長は前項の各号に該当する学生に対して、退学を命ずることがある。 
第３６条 退学処分を受けた者は、除籍される。 

 
 
附 則 
１．この規程は、平成３０年４月１日より施行する。 
１. この規程は、令和２年４月１日より施行する。 
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既修得単位の認定規程 
 
 
第１条 本校に入学した学生で、次のいずれかに該当する者が、本校に入学する前に修   

得した単位の認定を申請したときは、学習内容を審査し、本校における教育内容

に相当すると認められる場合、基礎分野の科目に限り単位を認定し、履修に替え

ることができる。 
１）学校教育法第１条に規定する大学又は高等専門学校を卒業した者 
２）放送大学学園法第２条に規定する大学を卒業した者 
３）看護師、歯科衛生士、診療放射線技師、臨床検査技師、視能訓練士、臨床工     

学義士、義肢装具士、救急救命士及び言語聴覚士にかかわる学校又は養成所

を卒業した者 
４）社会福祉士及び介護福祉士法第３９条第１号から第３号までの規定に該当す   

る者 
５）上記１）から４）の大学、養成所等を中退の場合でも、第２条の書類が提出

できる者 
第２条 既修得単位の認定に必要な書類は次のとおりとする。 
    １）成績証明書 
    ２）該当科目のシラバス 
    ３）単位認定届（別紙「様式２１」） 
 
 
附 則 
 １．この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 
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9 
 

臨時に授業を行わない時の取扱規程 
 
 
第１条 この規程は、はくほう会医療専門学校赤穂校学則第９条第３項に基づく臨時に休

業する場合の取扱に関して必要な事項を定める。 
第２条 災害及び警報発令時には次のとおりとする。ただし緊急を要する場合においては 
    この限りではない。 

１）午前７時の時点で下記（１）、（２）に該当する場合、午前の授業を休講と 
する 

（１）播磨南西部に大雨、洪水または暴風のいずれかの警報が２つ以上発令され

ている場合 
（２）ＪＲ西日本（明石～播州赤穂）の全線または一部の区間が運行停止してい

る場合 
２）午前１１時の時点で解除されていない場合は午後の授業を休講とする 
３）午前７時以降または授業開始後に、発令以降の授業を休講とする 
４）学校長が必要と認める場合には、出校停止や休講にすることがある 

第３条 交通ストライキが、ＪＲ西日本（赤穂線を含む）で行われた場合、次のとおりと

する。 
１）午前７時までに解決しない場合は、午前中の講義を休講とする 
２）午前１１時までに解決しない場合は、午後の講義も休講とする 
３）解決の確認は、テレビ・ラジオ等の報道によるものとする 

第４条 予測不可能で突発的に起こった災害の場合は、次のとおりとする。 
１）独自で、又は家族、地域の人々と共に正確な情報収集をし、その情報に基づ 

いた的確な判断をする 
２）より危険な状況に陥らないように行動する（避難等） 
３）可能な限り学校に連絡をとり指示に従う 
４）状況が安定するまで休講とする 

 
 
附 則 
１．この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 
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10 
 

入学試験規程 
 
 
第 1 条 この規程は、はくほう会医療専門学校赤穂校学則第６章に基づき入学試験に関し

て必要な事項を定める。 
（募集定員） 
第２条 募集定員は理学療法学科４０名、作業療法学科４０名とする。 
（入学試験の種類） 
第３条 入学試験の種類は次のとおりとする。 

１）指定校推薦入試 
２）推薦入試 
３）社会人入試 
４）一般入試 
５）ＡＯ入試 

（入学資格の基準） 
第４条 本校に入学することができる者は、学校教育法第 90 条第 1 項の規定に該当する   

者とする。 
（入学試験委員） 
第５条 入学試験委員は各学科長、その他学校長が任命する教員とする。 
（入学出願書類） 
第６条 入学出願に必要な書類は、次のとおりとする。 

１）願書 
２）写真（縦４ｃｍ×横３ｃｍ、出願３ヶ月以内に撮影した無帽、正面、上半身

のものカラー・白黒・スピード写真でもよい）写真の裏面に氏名を明記  
３）調査書 
４）その他学校長が必要と認めた書類 

（受験票の交付） 
第７条 前条の手続により出願した者に、受験票を交付する。 
（入学試験） 
第８条 入学試験は適宜実施する。 

２ 指定校推薦入試 
１）試験内容 

   （１）面接 
３ 推薦入試 

１）試験内容 
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11 
 

   （１）筆記試験：国語または数学、小論文 
   （２）面接 

  ４ 社会人入試 
１）試験内容 

   （１）小論文 
   （２）面接 
５ 一般入試 

１）試験内容 
（１）筆記試験：国語または数学、小論文 

   （２）面接 
６ ＡＯ入試 

１）試験内容 
 （１）適正判定 
 （２）面接 

（合格判定会議） 
第９条 合格判定会議は、学校長、各学科長、および学校長が定めた教員で構成し、

第１０条の合格判定基準に基づいて合格者を決定する。 
（入学試験の合格判定） 
第１０条 入学試験の合格判定は、前条の合格判定会議の議を経て学校長が決める。

必要に応じて補欠を若干名決める。 
（合格の取消し） 
第１１条 学則第１９条の入学許可の取消しは以下の場合に行う。 

１）不正な手段により入学の許可を受けたと判明した者 
２）指定した日までに入学の手続をしない者 
３）学則第１５条の入学資格が、本校入学の前年度中（３月３１日）まで

に満たされていない者 
 
 

附 則 
１．この規程は、平成３１年度入学生から適用する。 

  １．この規程は、令和２年度入学生から適用する。 
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評価規程 
 
 
第１条 この評価は、現実を客観的に把握し、現状を知ることにより、どのレベルに達し

ているのかを見極める指標とする。 
第２条 評価の種類は次のとおりとする。 

１）学校評価 
２）授業評価 

第３条 評価は授業が終了した時点で学生に無記名でアンケートに答えてもらい集計する。 

第４条 教員は自己評価も同時に行う。 

第５条 評価は学校が指定した評価表を使用する。 

 

 
附 則 
１．この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 
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   年度（ 期）                 はくほう会医療専門学校赤穂校 
授業に関するアンケート 

 このアンケートは本校がよりよい教育を行っていく上で必要な授業改善の取り組みを進

めるための資料とするものです。あなたが受けているこの教科の全体を考えて評価してく

ださい。 

 なお、このアンケートは無記名であり、成績評価に影響を与えたり、不利益を与えるこ

とは一切ありません。 

科 目 名  教 員 名  

学 科 名  性   別 男    女 

質問項目 

 この教科についてあなたの意見や感想は次の文章にどの程度あてはまりますか？ 

あてはまる程度を 5 段階で考えて、その番号を右端の番号記入欄に記入してください。 

【程度】 

①あてはまらない②ややあてはまらない③どちらでもない④ややあてはまる⑤あてはまる 

番号 質    問    項    目 記入欄 

１ この授業の目標や目的は明確だった  

２ この授業内容がシラバスと合っていた  

３ この授業の内容は普通の努力で理解できるレベルだった  

４ この授業の内容はよく整理されていた  

５ この授業の内容は量的に適切であった  

６ この授業の内容に興味や面白みを感じた  

７ この授業の開始時間、終了時間は適切だった  

８ この授業は配布資料やパワーポイントなどを有効に使っていた  

９ 教員の熱意が感じられた  

１０ 教員の話し方は聞きやすく、丁寧だった  

１１ 教員の板書は読みやすかった  

１２ 教員は授業の準備を充分にしていた  

１３ 教員は発言や質問の機会を設け、適切に対応していた  

１４ この授業によって知的刺激を受けた  

１５ 総合的に考えてこの授業に満足できる  

 

この授業に関する意見や感想などを自由に書いてください 
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授業評価スケール（自己評価）     教員対象 
この評価スケールは、教員が自身の授業を評価するもので

ある。 
 
 
授業科目名： 
授業時間数：              年   月  

日（  ） 

と
て
も
で
き
て
い
た 

ま
あ
で
き
て
い
た 

ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い 

余
り
で
き
て
い
な
か
っ
た 

全
く
で
き
て
い
な
か
っ
た 

授業内容 

１ 
この分野に興味が増すよう事例や体験などを授業に

取り入れ実施した 
５ ４ ３ ２ １ 

２ 授業内容はシラバスに沿って実施した ５ ４ ３ ２ １ 

３ 
教材の使い方は適切であった（テキスト・資料・白板・

視聴覚教材） 
５ ４ ３ ２ １ 

４ 授業のすすめ方は適切であった ５ ４ ３ ２ １ 
５ 説明の仕方はわかりやすいように話した ５ ４ ３ ２ １ 
６ 学生が自ら考えられるような発問の仕方をした ５ ４ ３ ２ １ 
７ 学生の反応を見ながら授業を進めていった ５ ４ ３ ２ １ 
８ 質問に対して適切に対応した ５ ４ ３ ２ １ 
９ 授業の準備を十分に行い授業に臨んだ ５ ４ ３ ２ １ 

10 
学生の私語や授業を妨害する不適切な行動をやめさ

せた 
５ ４ ３ ２ １ 

11 話し方は明瞭で聞き取りやすいように話した ５ ４ ３ ２ １ 
授業を終えて： 
 
 
 
 
 
 
 
                           授業担当者氏名 
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教
育

課
程

経
営

者
の

活
動

Ⅰ 　 教 育 理 念 ・ 教 育 目 的 Ⅱ 　 教 育 目 標

　
 　

　
　

年
度

　
自

己
点

検
・
自

己
評

価
結

果

（
１

８
）
卒

業
後

の
継

続
教

育
の

考
え

方
を

示
し

た
上

で
、

教
育

目
標

を
設

定
し

て
い

る
。

（
１

９
）
教

育
課

程
編

成
者

と
教

職
員

全
体

は
、

教
育

課
程

と
授

業
実

践
、

教
育

評
価

と
の

関
連

性
を

明
確

に
理

解
し

て
い

る
。

（
２

０
）
教

育
課

程
編

成
者

と
教

職
員

全
体

は
、

教
育

理
念

・
教

育
目

的
の

達
成

に
向

け
て

一
貫

し
た

活
動

を
行

っ
て

い
る

。

（
１

４
）
教

育
目

標
は

、
最

上
位

の
目

標
と

し
て

、
教

育
活

動
の

ゴ
ー

ル
が

読
み

取
れ

る
も

の
と

な
っ

て
い

る
。

（
１

５
）
教

育
目

標
は

、
目

標
内

容
と

到
達

レ
ベ

ル
が

対
応

し
て

い
る

。

（
１

６
）
教

育
目

標
は

、
具

体
的

で
実

現
可

能
な

も
の

と
な

っ
て

い
る

。

（
１

７
）
療

法
者

と
し

て
の

能
力

を
育

成
す

る
側

面
と

、
学

習
者

と
し

て
の

成
長

を
促

す
た

め
の

側
面

か
ら

教
育

目
標

を
設

定
し

て
い

る
。

（
１

０
）
教

育
理

念
・
教

育
目

的
は

、
養

成
す

る
療

法
士

が
卒

業
時

点
に

お
い

て
も

つ
べ

き
資

質
を

明
示

し
て

い
る

。

（
１

１
）
卒

業
時

点
に

も
つ

べ
き

資
質

は
、

社
会

に
対

す
る

医
療

の
質

を
保

証
す

る
の

に
妥

当
な

も
の

と
な

っ
て

い
る

。

（
１

２
）
教

育
目

標
は

、
教

育
理

念
・
教

育
目

的
と

一
貫

性
が

あ
る

。

（
１

３
）
教

育
目

標
は

、
設

定
し

た
教

育
内

容
を

網
羅

し
て

い
る

。

（
６

）
教

育
理

念
・
教

育
目

的
は

、
養

成
す

る
療

法
士

の
質

を
保

証
す

る
た

め
に

ど
の

よ
う

な
教

育
方

法
を

と
る

の
か

を
述

べ
て

い
る

。

（
７

）
教

育
理

念
・
教

育
目

的
は

、
養

成
す

る
療

法
士

の
質

を
保

証
す

る
た

め
に

ど
の

よ
う

な
教

育
環

境
を

と
る

の
か

を
述

べ
て

い
る

。

（
８

）
教

育
理

念
・
教

育
目

的
は

、
専

門
学

教
育

、
学

生
観

に
つ

い
て

明
示

し
て

い
る

。

（
９

）
専

門
学

教
育

、
学

生
観

は
、

実
際

に
教

員
の

教
育

活
動

の
指

針
と

な
っ

て
い

る
。

（
１

）
教

育
理

念
・
教

育
目

的
は

、
自

養
成

所
の

教
育

上
の

特
徴

を
示

し
て

い
る

。

（
２

）
教

育
理

念
・
教

育
目

的
は

、
法

と
の

整
合

性
が

あ
る

。

（
３

）
教

育
理

念
・
教

育
目

的
は

、
学

生
に

と
っ

て
学

習
の

指
針

に
な

る
よ

う
に

具
体

的
に

示
し

て
い

る
。

（
５

）
教

育
理

念
・
教

育
目

的
は

、
養

成
す

る
療

法
士

の
質

を
保

証
す

る
た

め
に

ど
の

よ
う

な
教

育
内

容
を

設
定

し
て

い
る

か
を

述
べ

て
い

る
。

（
４

）
教

育
理

念
・
教

育
目

的
は

、
実

際
に

学
生

の
学

習
の

指
針

に
な

っ
て

い
る

。

当 て は ま

ら な い

は
く

ほ
う

会
医

療
専

門
学

校
赤

穂
校

　
自

己
点

検
・
自

己
評

価
表

当 て は ま

る

や や 当 て

は ま る

評
　

価
　

項
　

目

大
項

目
中

項
目

評
価

対
象

項
目

（
質

問
事

項
）
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年
度

　
自

己
点

検
・
自

己
評

価
結

果
当 て は ま

ら な い

当 て は ま

る

や や 当 て

は ま る

評
　

価
　

項
　

目

大
項

目
中

項
目

評
価

対
象

項
目

（
質

問
事

項
）

教
育

課
程

評
価

の
体

系

教
員

の
教

育
・

研
究

活
動

の
充

実 学
生

の
療

法
士

実
践

体
験

の
保

障

教
育

課
程

経
営

者
の

活
動

科
目

単
元

構
成

教
育

計
画

Ⅲ 　 教 育 課 程 経 営

（
３

７
）
教

員
が

専
門

性
を

発
揮

で
き

る
よ

う
に

、
教

員
の

担
当

科
目

と
時

間
数

を
配

分
し

て
い

る
。

（
３

８
）
教

員
が

授
業

準
備

の
た

め
の

時
間

を
と

れ
る

体
制

を
整

え
て

い
る

。

（
３

９
）
教

育
課

程
の

実
践

者
で

あ
る

教
員

が
自

ら
成

長
で

き
る

よ
う

、
自

己
研

鑽
の

シ
ス

テ
ム

を
整

え
て

い
る

。

（
４

０
）
教

員
が

相
互

に
成

長
で

き
る

よ
う

、
相

互
研

鑽
の

シ
ス

テ
ム

を
整

え
て

い
る

。

（
３

３
）
単

位
認

定
の

方
法

は
療

法
士

に
必

要
な

学
修

を
認

め
る

も
の

と
し

て
妥

当
で

あ
る

。
（
３

４
）
他

の
高

等
教

育
機

関
と

単
位

互
換

が
可

能
な

体
制

を
整

え
て

い
る

。

（
３

５
）
教

育
課

程
を

評
価

す
る

体
系

を
整

え
て

い
る

。

（
３

６
）
評

価
結

果
の

活
用

に
お

け
る

倫
理

規
定

を
明

確
に

し
て

い
る

。

（
４

１
）
臨

床
実

習
施

設
は

養
成

所
の

個
別

の
教

育
理

念
・
教

育
目

的
、

教
育

目
標

を
理

解
し

て
い

る
。

（
４

２
）
臨

床
実

習
施

設
は

学
生

の
実

践
学

習
を

支
援

す
る

体
制

を
整

え
て

い
る

。

（
４

３
）
臨

床
実

習
指

導
に

お
け

る
学

生
の

学
び

を
保

証
す

る
た

め
に

、
臨

床
実

習
指

導
者

の
役

割
を

明
確

に
し

て
い

る
。

（
２

６
）
科

目
と

単
元

の
構

成
の

考
え

方
は

教
育

理
念

・
教

育
目

的
と

整
合

性
が

あ
る

。

（
２

７
）
構

成
し

た
科

目
は

療
法

士
を

養
成

す
る

の
に

妥
当

で
あ

る
。

（
２

８
）
構

成
し

た
科

目
は

養
成

所
の

特
徴

を
あ

ら
わ

し
て

い
る

。

（
２

９
）
単

位
履

修
の

方
法

と
そ

の
制

約
に

つ
い

て
教

員
・
学

生
の

双
方

が
わ

か
る

よ
う

に
明

示
し

て
い

る
。

（
３

０
）
単

位
履

修
の

方
法

は
学

生
の

単
位

履
修

を
支

援
す

る
も

の
と

な
っ

て
い

る
。

（
３

１
）
単

位
履

修
制

の
考

え
方

を
踏

ま
え

つ
つ

療
法

士
に

な
る

た
め

の
学

修
の

質
を

維
持

で
き

る
よ

う
に

、
科

目
の

配
列

を
し

て
い

る
。

（
３

２
）
単

位
認

定
の

基
準

は
療

法
士

に
必

要
な

学
修

を
認

め
る

も
の

と
し

て
妥

当
で

あ
る

。

（
２

２
）
学

修
の

到
達

に
つ

い
て

明
確

な
考

え
方

と
根

拠
を

も
っ

て
教

育
課

程
を

編
成

し
て

い
る

。

（
２

３
）
学

生
の

成
長

に
つ

い
て

明
確

な
考

え
方

と
根

拠
を

も
っ

て
教

育
課

程
を

編
成

し
て

い
る

。

（
２

４
）
明

確
な

考
え

方
と

根
拠

を
も

っ
て

科
目

を
構

成
し

て
い

る
。

　

（
２

５
）
明

確
な

考
え

方
と

根
拠

を
も

っ
て

単
元

を
構

成
し

て
い

る
。

（
２

１
）
療

法
士

専
門

学
の

内
容

に
つ

い
て

明
確

な
考

え
方

と
根

拠
を

も
っ

て
教

育
課

程
を

編
成

し
て

い
る

。
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年
度

　
自

己
点

検
・
自

己
評

価
結

果
当 て は ま

ら な い

当 て は ま

る

や や 当 て

は ま る

評
　

価
　

項
　

目

大
項

目
中

項
目

評
価

対
象

項
目

（
質

問
事

項
）

目
的

達
成

の
評

価
と

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク

学
習

へ
の

動
機

付
け

と
支

援

学
生

の
療

法
士

実
践

体
験

の
保

障 授
業

内
容

と
教

育
課

程
の

一
貫

性
療

法
士

学
生

と
し

て
の

妥
当

性
授

業
内

容
間

の
関

連
と

発
展

授
業

の
展

開
過

程

Ⅳ 　 教 授 ・ 学 習 ・ 評 価 過 程

（
６

５
）
シ

ラ
バ

ス
の

提
示

や
学

習
へ

の
指

導
は

、
養

成
所

全
体

と
し

て
の

一
貫

性
が

あ
る

。

（
６

６
）
シ

ラ
バ

ス
の

提
示

や
学

習
へ

の
指

導
は

、
学

生
の

学
習

へ
の

動
議

づ
け

と
支

援
に

な
っ

て
い

る
。

（
６

１
）
学

生
お

よ
び

教
育

活
動

を
多

面
的

に
評

価
す

る
た

め
に

多
様

な
評

価
の

方
法

を
取

り
入

れ
て

い
る

。

（
６

２
）
教

育
目

標
の

達
成

状
況

を
多

面
的

に
把

握
し

て
い

る
。

（
６

３
）
学

生
に

単
位

認
定

の
た

め
の

評
価

基
準

と
方

法
を

公
表

し
て

い
る

。

（
６

４
）
単

位
認

定
の

評
価

に
は

公
平

性
が

保
た

れ
て

い
る

。

（
５

７
）
授

業
の

展
開

過
程

の
他

に
、

学
生

の
実

習
が

深
化

、
発

展
す

る
た

め
の

方
法

を
意

図
的

に
選

択
し

、
学

習
を

支
援

し
て

い
る

。

（
５

８
）
学

生
に

対
し

効
果

的
な

教
育

・
指

導
を

行
う

た
め

に
、

教
員

間
の

協
力

体
制

を
明

確
に

し
て

い
る

。

（
５

９
）
評

価
計

画
を

立
案

し
実

施
し

て
い

る
。

（
６

０
）
評

価
結

果
に

基
づ

い
て

実
際

に
授

業
を

改
善

し
て

い
る

。

（
５

３
）
授

業
内

容
の

ま
と

ま
り

は
教

育
内

容
と

し
て

妥
当

性
が

あ
る

。

（
５

４
）
授

業
内

容
間

の
重

複
や

整
合

性
、

発
展

性
等

が
明

確
に

な
っ

て
い

る
。

（
５

５
）
授

業
形

態
（
講

義
、

演
習

）
は

授
業

内
容

に
応

じ
て

選
択

し
て

い
る

。

（
５

６
）
授

業
展

開
に

用
い

る
指

導
技

術
に

つ
い

て
の

考
え

方
を

授
業

計
画

等
に

明
示

し
、

実
践

し
て

い
る

。

（
４

４
）
臨

床
実

習
指

導
に

お
け

る
学

生
の

学
び

を
保

証
す

る
た

め
に

教
員

の
役

割
を

明
確

に
し

て
い

る
。

（
４

５
）
臨

床
実

習
指

導
者

と
教

員
の

協
働

体
制

を
整

え
て

い
る

。

（
５

２
）
授

業
内

容
の

ま
と

ま
り

の
考

え
方

は
、

科
目

目
標

と
の

整
合

性
を

も
っ

て
い

る
。

（
５

０
）
授

業
の

内
容

は
、

教
育

課
程

と
の

関
係

に
お

い
て

、
当

該
学

生
の

た
め

の
授

業
内

容
と

し
て

設
定

さ
れ

て
い

る
。

（
４

６
）
学

生
か

ら
治

療
を

受
け

る
対

象
者

の
権

利
を

尊
重

す
る

た
め

の
考

え
方

を
明

示
し

て
い

る
。

（
４

７
）
対

象
者

の
権

利
を

尊
重

す
る

考
え

方
に

基
づ

い
て

、
学

生
へ

の
指

導
を

計
画

的
に

行
っ

て
い

る
。

（
５

１
）
授

業
内

容
の

ま
と

ま
り

の
考

え
方

を
明

確
に

述
べ

て
い

る
。

（
４

８
）
臨

床
実

習
に

お
い

て
学

生
が

関
係

す
る

事
故

を
把

握
、

分
析

し
て

い
る

。

（
４

９
）
学

生
に

対
す

る
安

全
教

育
、

安
全

対
策

を
計

画
的

に
行

っ
て

い
る

。
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年
度

　
自

己
点

検
・
自

己
評

価
結

果
当 て は ま

ら な い

当 て は ま

る

や や 当 て

は ま る

評
　

価
　

項
　

目

大
項

目
中

項
目

評
価

対
象

項
目

（
質

問
事

項
）

学
生

生
活

の
支

援施
設

設
備

の
整

備設
置

者
の

意
思

・
指

針

Ⅴ 　 経 営 ・ 管 理 過 程

組
織

体
制

財
政

基
盤

（
８

９
）
学

生
が

活
用

し
や

す
い

よ
う

に
学

生
生

活
の

支
援

体
制

を
整

え
て

い
る

。

（
９

０
）
支

援
体

制
は

、
実

際
に

学
生

に
活

用
さ

れ
学

修
の

継
続

を
助

け
て

い
る

。

（
８

５
）
医

療
の

発
展

や
学

生
層

の
変

化
に

合
わ

せ
て

、
施

設
設

備
を

整
備

・
改

善
し

て
い

る
。

（
８

６
）
養

成
所

が
設

置
さ

れ
て

い
る

地
域

環
境

と
の

関
連

か
ら

学
生

お
よ

び
教

職
員

に
と

っ
て

の
福

利
厚

生
の

施
設

設
備

の
整

備
を

検
討

し
て

い
る

。

（
８

７
）
学

生
が

学
生

生
活

を
円

滑
に

送
り

、
教

職
員

が
職

務
を

円
滑

に
遂

行
で

き
る

よ
う

に
施

設
設

備
を

整
備

し
て

い
る

。

（
８

８
）
学

生
が

入
学

後
に

学
修

を
継

続
で

き
る

支
援

体
制

を
多

角
的

に
整

え
て

い
る

。

（
８

１
）
教

職
員

の
そ

れ
ぞ

れ
の

観
点

か
ら

の
財

政
に

つ
い

て
の

意
見

は
、

経
営

・
管

理
過

程
に

反
映

で
き

る
よ

う
に

な
っ

て
い

る
。

（
８

２
）
学

習
・
教

育
環

境
の

整
備

に
つ

い
て

管
理

者
の

考
え

方
を

明
示

し
て

い
る

。

（
８

３
）
管

理
者

の
考

え
方

に
基

づ
い

て
整

備
計

画
を

立
案

し
、

実
施

し
て

い
る

。

（
８

４
）
療

法
士

の
専

門
職

教
育

に
必

要
な

施
設

整
備

を
計

画
的

に
整

備
し

て
い

る
。

（
７

７
）
教

職
員

の
資

質
の

向
上

に
つ

い
て

の
考

え
方

と
対

策
に

は
教

育
理

念
・
教

育
目

的
達

成
と

の
整

合
性

が
あ

る
。

（
７

８
）
財

政
基

盤
を

確
保

す
る

こ
と

に
つ

い
て

の
考

え
方

が
明

確
で

あ
る

。

（
７

９
）
財

政
基

盤
を

確
保

す
る

こ
と

に
つ

い
て

の
考

え
方

は
学

習
・
教

育
の

質
の

維
持

・
向

上
に

つ
な

が
っ

て
い

る
。

（
８

０
）
教

職
員

は
、

養
成

所
が

ど
の

よ
う

な
財

政
基

盤
に

よ
っ

て
成

り
立

っ
て

い
る

か
を

理
解

し
て

い
る

。

（
７

３
）
意

思
決

定
シ

ス
テ

ム
が

明
確

に
な

っ
て

い
る

。

（
７

４
）
意

思
決

定
シ

ス
テ

ム
は

組
織

構
成

員
の

意
思

を
反

映
で

き
る

よ
う

に
整

え
ら

れ
て

い
る

。

（
７

５
）
意

思
決

定
シ

ス
テ

ム
は

決
定

事
項

が
周

知
で

き
る

よ
う

に
整

え
ら

れ
て

い
る

。

（
７

６
）
組

織
の

構
成

と
教

職
員

の
任

用
の

考
え

方
と

、
教

育
理

念
・
教

育
目

的
達

成
と

の
整

合
性

が
あ

る
。

（
６

９
）
養

成
所

の
管

理
者

は
養

成
所

の
管

理
運

営
等

に
つ

い
て

の
考

え
方

を
明

示
し

て
い

る
。

（
７

０
）
明

示
し

た
管

理
者

の
考

え
と

、
設

置
者

の
意

思
と

は
一

貫
性

が
あ

る
。

（
７

１
）
教

職
員

は
養

成
所

の
設

置
者

と
管

理
者

の
考

え
方

を
理

解
し

て
い

る
。

（
７

２
）
養

成
所

の
組

織
体

制
は

、
教

育
理

念
・
教

育
目

的
を

達
成

す
る

た
め

の
権

限
や

役
割

機
能

が
明

確
に

な
っ

て
い

る
。

（
６

７
）
養

成
所

の
管

理
者

は
教

育
課

程
経

営
に

つ
い

て
の

考
え

方
を

明
示

し
て

い
る

。

（
６

８
）
養

成
所

の
管

理
者

は
教

育
評

価
に

つ
い

て
の

考
え

方
を

明
示

し
て

い
る

。
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年
度

　
自

己
点

検
・
自

己
評

価
結

果
当 て は ま

ら な い

当 て は ま

る

や や 当 て

は ま る

評
　

価
　

項
　

目

大
項

目
中

項
目

評
価

対
象

項
目

（
質

問
事

項
）

養
成

所
に

関
す

る
情

報
提

供

養
成

所
の

運
営

計
画

と
将

来
構

想 自
己

点
検

・
自

己
評

価
体

制

Ⅵ 入 学 Ⅶ 卒 業 ・ 就 職 ・ 進 学Ⅴ 　 経 営 ・ 管 理 過 程

（
１

０
９

）
卒

業
生

の
就

業
先

と
の

情
報

交
換

や
調

査
の

実
施

等
が

で
き

る
体

制
を

整
え

て
い

る
。

（
１

１
０

）
卒

業
生

の
活

動
状

況
を

把
握

し
、

統
計

的
に

整
理

し
て

い
る

。

（
１

１
１

）
卒

業
生

の
活

動
状

況
の

分
析

結
果

を
、

教
育

理
念

・
教

育
目

的
、

教
育

目
標

、
授

業
の

展
開

に
活

用
し

て
い

る
。

（
１

０
５

）
卒

業
時

の
到

達
状

況
を

分
析

し
て

い
る

。

（
１

０
６

）
卒

業
生

の
就

業
・
進

学
状

況
を

分
析

し
て

い
る

。

（
１

０
７

）
卒

業
生

の
到

達
状

況
、

就
業

・
進

学
状

況
に

つ
い

て
の

分
析

結
果

は
、

教
育

理
念

・
教

育
目

的
、

教
育

目
標

と
の

整
合

性
が

あ
る

。

（
１

０
８

）
卒

業
生

の
就

業
先

で
の

情
報

を
把

握
し

、
問

題
を

明
確

に
し

て
い

る
。

（
１

０
１

）
自

己
点

検
・
自

己
評

価
体

制
は

、
養

成
所

の
教

育
理

念
・
教

育
目

的
、

教
育

目
標

の
維

持
・
改

善
に

つ
な

が
る

よ
う

に
機

能
し

て
い

る
。

（
１

０
２

）
教

育
理

念
・
教

育
目

的
と

の
一

貫
性

を
も

っ
て

入
学

者
選

抜
に

つ
い

て
の

考
え

方
を

述
べ

て
い

る
。

（
１

０
３

）
入

学
者

状
況

、
入

学
者

の
推

移
に

つ
い

て
、

入
学

者
選

抜
方

法
の

妥
当

性
お

よ
び

教
育

効
果

の
視

点
か

ら
分

析
し

、
検

証
し

て
い

る
。

（
１

０
４

）
卒

業
時

の
到

達
状

況
を

捉
え

る
方

法
が

明
確

で
あ

り
、

計
画

的
に

行
っ

て
い

る
。

（
９

７
）
自

己
点

検
・
自

己
評

価
の

意
味

と
目

的
を

理
解

し
て

い
る

。

（
９

８
）
実

際
に

自
己

点
検

・
自

己
評

価
を

行
う

た
め

の
知

識
と

方
法

を
明

確
に

も
っ

て
い

る
。

（
９

９
）
自

己
点

検
・
自

己
評

価
体

制
を

整
え

、
運

用
し

て
い

る
。

（
１

０
０

）
自

己
点

検
・
自

己
評

価
は

、
養

成
所

の
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
運

営
、

授
業

実
践

に
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

す
る

よ
う

に
機

能
し

て
い

る
。

（
９

３
）
療

法
士

を
養

成
す

る
機

関
と

し
て

の
存

在
を

十
分

に
ア

ピ
ー

ル
す

る
広

報
活

動
を

適
切

に
行

っ
て

い
る

。

（
９

４
）
広

報
の

内
容

は
社

会
的

説
明

責
任

を
果

た
す

も
の

と
な

っ
て

い
る

。

（
９

５
）
養

成
所

は
明

確
な

将
来

構
想

の
も

と
に

、
運

営
の

中
・
長

期
計

画
、

短
期

計
画

、
年

間
計

画
を

立
案

し
て

い
る

。

（
９

６
）
そ

の
実

施
・
評

価
は

将
来

構
想

と
の

整
合

性
を

も
っ

て
い

る
。

（
９

１
）
教

育
・
学

習
活

動
に

関
す

る
情

報
提

供
を

関
係

者
（
保

護
者

等
）
に

行
っ

て
い

る
。

（
９

２
）
関

係
者

（
保

護
者

等
）
へ

の
情

報
提

供
は

関
係

者
か

ら
協

力
・
支

援
を

得
る

こ
と

に
つ

な
が

っ
て

い
る

。
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年
度

　
自

己
点

検
・
自

己
評

価
結

果
当 て は ま

ら な い

当 て は ま

る

や や 当 て

は ま る

評
　

価
　

項
　

目

大
項

目
中

項
目

評
価

対
象

項
目

（
質

問
事

項
）

地
域

社
会

Ⅷ 地 域 社 会 ／ 国 際 交 流 Ⅸ 研 究

国
際

交
流

（
１

１
３

）
教

育
活

動
を

通
し

て
地

域
社

会
へ

の
貢

献
を

組
織

的
に

行
っ

て
い

る
。

（
１

１
４

）
養

成
所

の
教

育
活

動
に

つ
い

て
、

地
域

社
会

の
ニ

ー
ズ

を
把

握
す

る
手

段
を

も
っ

て
い

る
。

（
１

１
５

）
養

成
所

か
ら

地
域

社
会

へ
情

報
を

発
信

す
る

手
段

を
も

っ
て

い
る

。

（
１

１
６

）
養

成
所

が
設

置
さ

れ
て

い
る

地
域

の
特

徴
を

把
握

し
て

い
る

。

（
１

２
３

）
教

員
の

研
究

活
動

を
助

言
・
検

討
す

る
体

制
を

整
え

て
い

る
。

（
１

２
４

）
研

究
に

価
値

を
お

き
、

研
究

活
動

を
教

員
相

互
で

支
援

し
あ

う
文

化
的

素
地

が
養

成
所

内
に

あ
る

。

（
１

１
７

）
地

域
内

に
お

け
る

諸
資

源
を

養
成

所
の

学
習

・
教

育
活

動
に

取
り

入
れ

て
い

る
。

（
１

１
８

）
国

際
的

視
野

を
広

げ
る

た
め

の
授

業
科

目
を

設
定

し
て

い
る

。

（
１

１
９

）
国

際
的

視
野

を
広

げ
る

た
め

の
自

己
学

習
に

適
し

た
環

境
を

整
え

て
い

る
。

（
１

２
０

）
海

外
か

ら
の

帰
国

学
生

や
留

学
生

の
受

け
入

れ
体

制
を

整
え

て
い

る
。

（
１

２
１

）
留

学
や

海
外

に
お

い
て

医
療

専
門

職
に

就
く

こ
と

等
を

希
望

す
る

学
生

に
対

応
で

き
る

体
制

を
整

え
て

い
る

。

（
１

２
２

）
教

員
の

研
究

活
動

を
保

証
（
時

間
的

、
財

政
的

、
環

境
的

）
し

て
い

る
。

（
１

１
２

）
社

会
と

連
携

に
向

け
て

地
域

の
ニ

ー
ズ

を
把

握
し

て
い

る
。
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健康管理規程 
 
 
（趣 旨） 
第１条 この規程は、はくほう会医療専門学校赤穂校学則第３８条の規定に基づき、学生

の健康管理について必要な事項を定め、学生の健康を保持増進することを目的と

する。 
（健康診断） 
第２条 学校長は、学生に対して定期健康診断を実施する。 
第３条 定期健康診断は、学生全員に対して、毎学年原則として７月末日までに行うもの

とする。 
２ 検査項目は次のとおりとする。 

１）身長、体重、血圧、尿 
２）視力及び眼の疾病及び異常の有無 
３）耳鼻咽喉疾患及び皮膚疾患の有無 
４）胸部レントゲン 
５）循環器の疾病及び異常の有無 
６）その他の疾病及び異常の有無 

（療養等の指示） 
第４条 学校長は、健康診断に基づき学生に対して、適宜必要に応じて次の指示を行う。 

１）要療養又は、要休養 
２）体育、校外授業その他の禁止 
３）要注意 

（予防接種） 
第５条 学校長は、疾病の蔓延予防上必要があると認めるときは、学生に対して予防接種 

を勧める。 
（健康異常の届け出） 
第６条 学生は、健康に異常があるときは、速やかに学校に届け出るものとする。 

２ 学校は、前項の届け出を受けたときは、学校医と協議し、適切な措置を講じなけ

ればならない。 
（その他） 
第７条  健康診断記録は、５年間保管しなければならない。 
 
附 則 
１．この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 
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会議規程 
 
 
第１条 この規程は、はくほう会医療専門学校赤穂校学則第１５条に基づき、はくほう会 

医療専門学校赤穂校（以下「本校」という。）の運営会議等に関して必要な事項を 
定める。 

（会 議） 
第２条 本校業務の円滑な遂行を図るため、次の会議を開催する。 

１）運営会議 
２）教務会議 
３）学科会議 
３）実習指導者会議 
４）講師会議 

（運営会議） 
第３条 運営会議の構成員、招集、開催等は次のとおりとする。 

１）運営会議の構成員は学科長、学科長が任命した専任教員、事務員とする。 
２）運営会議は学科長が招集し、その運営に当たる。 
３）運営会議は月１回とし、学校長が必要と認めるときは、随時に開催すること

ができる 
２ 運営会議は、次の事項を協議する。 

１）学校の規程、教育方針・教育計画及び教育内容に関すること 
２）単位認定に関すること 
３）職員に関すること 
４）学生募集及び入学試験に関すること 
５）入学及び卒業に関すること 
６）学生の不正行為に対する処分に関すること 
７）その他学校の管理及び運営に関して必要と認められること 

３ 運営会議には、議事録を備え、会議事項及び要旨を記録保管する。 
（教務会議） 
第４条 教務会議の構成員、招集、開催等は次のとおりとする。 

２ 教務会議の構成員は、専任教員とする。 
３ 教務会議は、月１回とし、学科長が招集し、その会議の議長として次の事項を協

議する。 
１）学生の教育及び教科外活動に関すること 
２）教育課程及び講義時間の配当に関すること 
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３）各学生の履修状況の確認・指導方法の検討に関すること 
４）各学生の実習状況に関すること 
５）学生の健康管理・生活態度に関すること 
６）教材、教具、図書に関すること 
７）その他教育に関すること 

４ 教務会議には、議事録を備え、会議事項及び要旨を記録保管する。 
（学科会議） 
第５条 学科会議の構成員、招集、開催等は次のとおりとする。 

２ 学科会議の構成員は、各学科の専任教員とする。 
３ 学科会議は、週１回とし、各学科長が招集し、その会議の議長として次の事項を

協議する。 
１）学生の教育及び教科外活動に関すること 
２）教育課程及び講義時間の配当に関すること 
３）各学生の履修状況の確認・指導方法の検討に関すること 
４）各学生の実習状況に関すること 
５）学生の健康管理・生活態度に関すること 
６）教材、教具、図書に関すること 
７）その他教育に関すること 

４ 学科会議には、議事録を備え、会議事項及び要旨を記録保管する。 
（実習指導者会議） 
第６条 実習指導者会議の構成員、招集、開催等は次のとおりとする。 

２ 実習指導者会議の構成員は学科長、専任教員、実習指導者とする。 
３ 実習指導者会議は、各学科長が招集し運営する。 
４ 実習指導者会議は、各学科年１回以上開催し、その他実習施設の希望により随時

開催することができる。 
５ 実習指導者会議には、会議録を備え、会議事項及び要旨を記録保管する。 
６ 実習指導者会議は、次の事項を協議する。 

１）本校の教育方針及び教育内容の連絡に関すること 
２）実習の指導方針・内容に関すること 
３）実習指導要項に関すること 
４）実習記録及び実習評価に関すること 
５）その他実習指導に関すること 

（講師会議） 
第７条 講師会議は、招集、開催等は次のとおりとする。 
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２ 講師会議の構成員は、講師、専任教員とする。ただし、学校長が必要と認める者

を出席させることができる。 
３ 講師会議は、年１回以上、学科長が招集し、その運営に当たる。 
４ 講師会議には、会議録を備え、会議事項及び議事の要旨を記録保管する。 
５ 講師会議は、次の事項を協議する。 

１）本校の教育方針の普及徹底に関すること 
２）各学科の教授内容に関すること 
３）成績評価に関すること 
４）その他授業に関すること 

（補 則） 
第７条 この規程に定めるもののほか、各会議の運営について必要な事項は各会議で 

決める。 
 
 
附 則 
 １．この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 
１．この規程は、令和２年４月１日から施行する。 
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試験規程 
 
 

第１章 総則 
（総 則） 
第１条 学則に定める試験を実施するためにあたっては、この規程による。 
第２条 各試験においては、実施要綱が提示され細項目の規程を明確にする場合がある。 

 
 
第２章 受験資格 
（受験資格） 
第３条 次の各号のひとつに該当する者は受験できない。 

１）各教科の欠課時間数が３分の１を超えた者 
２）授業料、その他の諸納金未納の者 
３）学校運営会議において受験停止を決議された者 

 
 
第３章 試験 
（試 験） 
第４条 定期試験は学年の学期末毎に実施することを原則とする。 

ただし、必要のあるときには、随時これを行うことができる。 
第５条 試験の教科目、日時、時間割等は原則として１週間前に告示する。 
第６条 次の各号の一つに該当する者は、試験場に入場できない。 

１）受験資格を有しない者 
２）学生証を所持しない者 
３）定刻より２０分以上の欠時間がある者 
４）試験監督の許可なくして、試験場から退場した者 

第７条 試験開始後、試験時間の２分の１を経なければ退場できない。ただし、やむを     
得ない事由により試験監督の許可を得た場合は、その限りではない。 

第８条 答案用紙は所定のものを使用し、書き損じた場合もそれを提出しなければなら 
ない。 

第９条 受験者は、必ず答案を提出しなければならない。 
第１０条 退場するときは、答案を監督職員の指定する場所におかなければならない。 
第１１条 受験中に不正行為をした者は、全教科目を０点とし、不合格とする。さらに  

学則第３７条に基づき懲戒処分の対象となる。 
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第１２条 履修した科目については、必ず受験しなければならない。 
 
（追試験） 
第１３条 第５条で規定する定期試験をやむを得ない理由にて受験しなかった者は、１  

回限り追試験を受けることができる。 
第１４条 追試験を受けることができる者は、次の各号の一つに該当する者で、学校運 

営会議の議決を経て、学校長が正当であると認めたものに限る。 
１）病気および負傷などのため登校できなかった者（医師の診断書添付） 
２）火災、風水害、交通事故及び交通遮断などで出校不能となった者（証明  

書添付） 
３）忌引のため欠課した者 

    ２ 前項の事由により試験を受けることができなかった者は、所定の追試験受験 
願に必要事項を記入し、所定の期日までに事務室の教務係に提出しなければ 
ならない。 

第１５条 追試験の教科目、日時、時間割等はその都度告示する。 
（再試験） 
第１６条 次の各号の一つに該当する者は、本人の願い出により、１・２・３年次にお   

いては前・後期末に、再試験を受けることができる。 
１）定期試験もしくは追試験に不合格であった者 
２）再試験合格者の成績は、すべて６０点とする 

第１７条 再試験受験資格の有無は、成績発表後自ら自覚しなければならない。 
第１８条 再試験受験を認められた者は、所定の期日までに再試験受験願に必要事項を 

記入して、提出しなければならない。 
第１９条 再試験の科目、日時、時間割等はその都度告示する。 

（認定試験） 
 第２０条 次の各号の一つに該当する者は、本人の願い出により、１・２・３年次にお 
      いては前・後期末に、単位認定試験・卒業認定試験を受けることができる。 
      １）定期試験を受けることができなかった者 
      ２）再試験で単位を取得できなかった者 
      ３）前年度以前に単位を取得できなかった者 
      ４）理学療法総合演習・作業療法総合演習試験で単位を取得できなかった者 
      ５）認定試験合格者の成績は、すべて６０点とする。 
第２１条 認定試験受験資格の有無は、成績発表後自ら自覚しなければならない。 
第２２条 認定試験受験を認められた者は、所定の期日までに認定試験受験願に必要事 

項を記入して、提出しなければならない。 
第２３条 認定試験の科目、日時、時間割等はその都度告示する。 
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附 則 

  １．この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 
  １．この規程は、令和２年４月１日から施行する。 
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理学療法学科臨床実習規程 
  
 

（目 的） 
第１条 この規程は、学校履修規程に定める実習判定に関わる事項を円滑に実施するため

に定めるものである。 
  ２ この規程は、理学療法学科の実習判定の定めである。 
（種 類） 
第２条 理学療法学科における臨床実習は、２年次の評価実習、３年次の臨床実習Ⅰ･Ⅱを

いう。 
（範 囲） 
第３条 臨床実習とは、実習施設での実習だけでなく、実習終了後の課題提出･必要書類提

出･事例報告会参加までを実習とする。 
（時間数） 
第４条 欠課時間数が臨床実習時間数の３分の１を超えた者は、その臨床実習について評

価を受ける資格を失い、単位を認定できない。 
第５条 実習時間数を満たしていても、実習目標に達していない場合は、「延長実習」を行

うことがある。 
    １）延長実習は次の施設で実施する。 
    （１）当該臨床実習施設での延長実習 
       期間：臨床実習指導者と学校側との協議により履修に相当と認める期間 
    （２）学校指定の施設での延長実習 
       期間：臨床実習指導者と学校側との協議により履修に相当と認める期間 
（判定基準） 
第６条 評価実習において実習中止となったものは、単位を認定できない。 
  ２ 実習中止とは、臨床実習指導者より実習継続が難しいと判断された場合、または

本人に実習継続の意思がない場合をいう。 
  ３ 評価実習が「不可」の者は、単位を認定できない。 
第７条 臨床実習Ⅰ･Ⅱにおいて実習中止と判断された者は、その臨床実習の単位を認定で

きない。 
  ２ 実習中止とは、臨床実習指導者より実習継続が難しいと判断された場合、または 

本人の実習継続の意思がない場合をいう。 
３ 臨床実習Ⅰ･Ⅱの実習評定がすべて「不可」の者は、再実習を履修することができ

ない。 
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  ４ 臨床実習Ⅰ･Ⅱのうちのいずれか１期間が「不可」の者の実習の追加は「再実習」

とし、次の施設で実施する。 
１）再実習は次の施設で実施する 

    （１）当該臨床実習施設での再実習 
       期間：臨床実習指導者と学校側との協議により履修に相当と認める期間 
    （２）学校指定の施設での再実習 
       期間：臨床実習指導者と学校側との協議により履修に相当と認める期間 
第８条 実習判定会議を経て、臨床実習の単位を認定されなかった者は卒業延期とする。 
 
 
附 則 

  １．この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 
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作業療法学科臨床実習規程 
 
 

（目 的） 
第１条 この規程は、学校履修規程に定める実習判定に関わる事項を円滑に実施するため

に定めるものである。 
  ２ この規程は、作業療法学科の実習判定の定めである。 
（種 類） 
第２条 作業療法学科における臨床実習は、１年次の見学実習、２年次の評価実習、３年

次の長期総合実習Ⅰ･Ⅱをいう。 
（範 囲） 
第３条 臨床実習とは、実習施設での実習だけでなく、実習終了前後の技能試験・課題提

出･必要書類提出･事例報告会参加までとする。 
（時間数） 
第４条 １単位ごとに決められた臨床実習時間数のうち、欠課時間数が臨床実習時間数の

３分の１を超えた者は、その単位を認定できない。 
第５条 実習時間数を満たしているものの、実習目標に達しておらず、今後の延長により

目標達成の可能性のある場合には、「延長実習」を行うことがある。 
    １）延長の可能性については、実習状況により実習指導者と教員で判断する 

２）延長実習は次の施設で実施する 
    （１）当該臨床実習施設での延長実習 
       期間：臨床実習指導者と学校側との協議により履修に相当と認める期間 
    （２）学校指定の施設での延長実習 
       期間：臨床実習指導者と学校側との協議により履修に相当と認める期間 
    ３）延長実習にかかる費用は自己負担とする 
（判定基準） 
第６条 見学実習において実習中止と判断されたものは単位を認定できない。 
  ２ 実習中止とは、臨床実習指導者より実習継続が難しいと判断された場合、または

本人の実習継続の意思がない場合をいう。 
  ３ 見学実習において６０点未満の者は、単位を認定できない。 
第７条 評価実習、長期総合実習の実習評定は、臨床実習指導者の判定が４割、学科教務

が６割の割合で総合的に実施する。 
第８条 評価実習において、実習中止と判定された者は単位を認定できない。 
  ２ 実習中止とは、臨床実習指導者および学科教員より実習継続が難しいと判断され 

た場合、または本人の実習継続の意思がない場合をいう。 
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  ３ 評価実習において６０点未満の者は、単位を認定できない。 
第９条 長期総合実習Ⅰ･Ⅱにおいて、実習中止と判定された者は、その臨床実習の単位を

認定できない。 
  ２ 実習中止とは、臨床実習指導者および学科教員より実習継続が難しいと判断され 

た場合、または本人の実習継続の意思がない場合をいう。 
３ 長期総合実習Ⅰ･Ⅱの実習評定がすべて６０点未満の者は、再実習を履修すること

ができない。 
  ４ 長期総合臨床実習Ⅰ･Ⅱのうちのいずれかが６０点未満の者の実習の追加は「再実

習」とし、次の施設で実施する。 
１）再実習は次の施設で実施する 

    （１）当該臨床実習施設での再実習 
       期間：臨床実習指導者と学校側との協議により履修に相当と認める期間 
    （２）学校指定の施設での再実習 
       期間：臨床実習指導者と学校側との協議により履修に相当と認める期間 
    ２）再実習にかかる費用は自己負担とする 
第１０条 実習判定会議を経て、臨床実習の単位を認定されなかった者は卒業延期とする。 
 
 
附 則 
１．この規程は、平成３０年４月１日より施行する。 
１．この規程は、令和２年４月１日から施行する。 
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卒業規程 
 
 
（目 的） 
第１条 この規程は、学校履修規程第３０条に定める卒業に関わる事項を実施するために

定めるものである。 
（卒業判定会議） 
第２条 卒業の可否を判断するために開催される会議を卒業判定会議という。 
  ２ 卒業判定会議は、学校運営会議で審議し卒業を判定する。 
  ３ 卒業判定会議は、概ね２月下旬に開催する。 
（要 件） 
第３条 教育課程において履修すべき全授業教科目（臨床実習を含む）の単位を全て修得

していることが条件となる。 
 
 
附 則 
１．この規程は、平成３０年４月１日より施行する。 
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職員職務規程 
 
 
第１条 この規程は、はくほう会医療専門学校赤穂校学則第１３条に基づく教職員の職務  

 に関して必要な事項を定める。 
第２条 学校長は、学校の校務を掌り所属職員の指揮監督をする。 
第３条 学科長は、学校長の命を受け所属職員の指導監督をする。 

２ 教務の所掌事項を総括調整し、教員の指揮監督、対外関係、関係会議に出席、専

任教員の人事の業務を行う。 
第４条 事務職員は、学校長の命を受け、庶務の所掌事項を総括する。 

２ 事務職員は、学校長の指示に基づき学校の会計、庶務その他に関する事務に従事

するものとし、概ね次の業務を行う。 
１）公印の管守 
２）文書の受発、整理、保存及び管理 
３）規則・規程に関すること 
４）非常勤教員の依頼、報酬に関すること 
５）経理計画及び決算に関すること 
６）金銭出納その他会計事務に関すること 
７）学生募集、及び入学試験に関すること 
８）物品の購入、検収及び保管に関すること 
９）図書室の管理運営に関すること 
１０）校舎管理・保全に関すること 
１１）諸報告に関すること 
１２）学生の諸証明書の発行に関すること 
１３）学生の修学資金に関すること 
１４）教務事務の補佐に関すること 
１５）講師及び来客の接待に関すること 
１６）その他本校の一般庶務に関すること 

第５条 学科長は、学校長の命を受け、教務を掌理する。掌理する事項は概ね次のとおり 
とする。 
１）教育方針、教育計画の企画立案及び授業計画の調整計画に関すること 
２）兼任教員（非常勤講師）の講義依頼に関すること 
３）学生の入学、進学、退学、休学、復学、卒業等に関すること 
４）学籍簿、その他学生の教育に関する記録を作成し保管すること 
５）学生の健康管理に関すること 
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６）学校の設備及び資材の整備についての意見具申 
７）教材、図書を選定し、購入計画の立案及びその管理運営に関すること 
８）教員の選定についての意見具申 
９）専任教員の研究計画及び研修計画の立案・指導 
１０）病院及びその臨地実習における学生の教育に関する調整・協議 
１１）関係機関との連絡調整に関する事項 
１２）卒業生に関すること 
１３）その他教務に関する必要な事項 

第６条 専任教員は、学科長の指示に基づき学校の教務業務を分担するものとし、概ね次  
の業務を行う。 
１）担当教科目の教授、実習の指導 
２）講師の授業に対する協力 
３）授業計画の実施に関する協力及び参加 
４）授業と臨地実習の連絡調整を図る 
５）教材の準備及び教材選定の意見具申 
６）学生の教育指導に関すること 
７）教育記録の作成に関すること 
８）学生の健康管理に関し、学校医に協力する 
９）学生の生活指導に関すること 
１０）卒業生に関すること 
１１）その他教務に関する必要な事項 

第７条 学校医は、学生の健康を保持増進するために概ね次の業務を行う。 
１）健康管理記録の確認及び記載事項に係る指導 
２）定期健康診断、臨時健康診断及びその他の健康診断の実施の指導 
３）予防接種等疾病予防措置に対する指導 
４）疾病者の処置及び指導 
５）休養室管理に対する指導 
６）学生健康管理一般における指導 
 

 
附 則 

１．この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 
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施設・備品等使用規程 
 
 
第１条 この規程は、学校の校地、校舎及び付属施設並びにこれらに備え付ける備品器材

等の使用に関して必要な事項を定める。 
第２条 常に校舎の清潔整頓に努め、安全及び衛生保持のために必要な措置を講じなけれ 

ばならない。 
第３条 校舎管理規程を遵守し、校舎の火気及び危険物の取扱いに注意し、災害の発生を 

未然に防止しなければならない。 
第４条 学校の施設、備品を使用する場合には「使用願」を学校長に提出し許可を得なけ 

ればならない。 
第５条 学校長は、管理上必要があると認めた場合は、前項使用許可に条件を付すことが 

できる。 
第６条 学校長は、管理上必要があると認めた場合は、使用の許可をしたものに対し、指 

示し、使用の状況について調査することができる。 
第７条 施設内掲示、立て看板その他広告類を掲示しようとするときは、掲示物類をあら 

かじめ提示の上学校長の許可を受けなければならない。 
１）掲示物等は、指定の場所において行う 
２）掲示期間の経過したものは、掲示責任者が速やかに撤去しなければならない 
３）前２号の規定に違反する掲示物等は撤去処分とする 

 
 

附 則 
１．この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 
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図書管理規程 
 
 
（目 的） 
第１条 この規程は、はくほう会医療専門学校赤穂校に所蔵する図書および資料のすべて

を取り扱う図書室の運営に関する必要事項を定める。 
（開室および閉室時間） 
第２条 図書室の開室、閉室は原則として次のとおりとする。 

開室時間 午前９時００分 
閉室時間 午後６時００分 

２ ただし、学校長が必要と認めたときは、これを変更することができる。 
３ 図書室の開室日は、第３条１）～５）を除く日とする。ただし、第３条１）～５）

であっても、学校長が認めた場合には開室する。 
（休室日） 
第３条 図書室の休室日は、次のとおりとする。 

１）日曜日 
２）国民の休日 
３）入学試験日 
４）書架および蔵書点検期間 
５）その他、学校長が必要と認めた日 

（利用者の資格） 
第４条 図書室を利用できる者は、次のとおりとする。 

１）本校学生 
２）許可を得た本校卒業生 
３）本校教職員 
４）校外者で学校長の許可を得た者 

（図書室内規律） 
第５条 図書室は、教育と研究に必要な図書、雑誌などを整理して、研究学術等の利用に     

供する教養施設であるため、より良い学習、研究ができるように規律を守るよう

努めなければならない。 
第６条 図書室内で、図書等を閲覧しようとする者は、次の事項を守らなければならない。 

１）図書や資料の閲覧は、すべて室内で行い、室外に持ち出してはならない 
２）図書は大切に扱い、書き込み、切り取りまたは汚損してはならない 
３）閲覧済みの図書は、速やかに所定の場所に返納する 
４）室内では静粛にし、他人の妨げとなる行為をしてはならない 
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５）室内での飲食はしてはならない 
６）室内にカバン等の持ち込みをしてはならない 

（損害の弁償） 
第７条 図書資料を紛失汚損、破損したときは、修理費または損害額を弁償しなければな  

らない。 
２ 学校長が天災その他やむを得ない事由があると認めたときは、前項の弁償を免 
  除することができる。 
３ 貸出期間経過後返却の督促を受けて、なお返却しない場合には紛失とみなしてそ

の弁償を命ずる。 
４ 紛失者が不明の場合には、最終的には学年全体により弁償されることがある。 

（貸出閲覧） 
第８条 図書等の室外貸出を受けようとする者は、次の事項を厳守しなければならない。 

１）図書の貸出、閲覧は次の手順に従って行う。 
（１）学生証を提示する 
（２）バーコードリーダーによりパソコンに必ず入力する 

２）貸出図書は２冊までとし、貸出期間は７日以内とする。 
３）辞書、雑誌、資料その他図書室で指定したものは、原則として貸出を行わな

い。 
４）以下の期間は貸出禁止とする。 
（１）定期試験前 1 週間 
（２）試験期間中 
（３）実習前 1 週間 
（４）実習期間中 
（５）書庫整理日（書庫整理前日までには返却すること） 
（６）季節休暇中（季節休暇前日までには返却すること） 

５）公務、研究その他の特別の事由で資料を利用する者は、学校長の許可を得て

１ヶ月を限度として貸出を受けることができる。 
６）貸出を受けた図書等を他人に転貸してはならない。 
７）返納すべき期日には図書等を確実に返却しなければならない。 
８）返納手続きは、次の手順に従って行う。 
（１）学生証を提示する 
（２）バーコードリーダーによりパソコンに必ず入力する 

９）返却期日を遵守できない場合、氏名告知の上、１ヶ月間の貸出停止処分にな

ることがある。場合によっては、懲戒の対象となる場合があるので注意する

こと。 
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（図書室の運営） 
第９条 図書室の運営については、教務図書係がこれにあたるとともに、専任教員と学生  

図書委員が協力して行う。 
（収蔵図書の選定） 
第１０条 収蔵図書と購入図書の選定は、学生の意見を参考とし、学校運営会議で行う。 
 
 
附 則 

１．この規程は平成３０年４月１日から施行する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

53



39 
 

校舎管理規程 
 
 
（趣 旨） 
第 1 条 この規程は、学校校舎の維持及び災害の防止に関し必要な事項を定め、校舎の保  

全を確保することを目的とする。 
（管理責任者） 
第２条 校舎の管理責任者は、学科長（理学療法学科または作業療法学科）とする。 
（管理責任者の任務） 
第３条 管理責任者は、次の各号に掲げる任務を行わなければならない。 

１）校内の秩序の維持管理に関すること 
２）校内における盗難の予防に関すること 
３）校内の清掃、整頓及び清潔に関すること 
４）校舎の火災防止に関すること 
５）その他校舎の保全に関すること 

（火元責任者） 
第４条 火元責任者は学科長（理学療法学科または作業療法学科）とする。 

２ 火元責任者は、管理責任者が定める計画に基づいて、火災予防に努めなければな

らない。 
（火災の通報と応急消火） 
第５条 職員は、学校内に火災を発見したときは、直ちに、消防署に通報するとともに応

急消火を行わなければならない。 
（清掃及び管理） 
第６条 学生は、教室・実習室等使用した箇所の清掃・整頓は自ら実施するものとする。 

２ 職員は、校舎の保全及び整理に努めなければならない。 
（戸締まり） 
第７条 職員・学生は、下校に際し火気に注意するとともに、各室の窓、出入り口を完全

に閉鎖施錠し、盗難の予防に努めなければならない。 
（校舎の目的外使用） 
第８条 校舎は、目的以外は使用してはならない。ただし、学校長の許可を得て使用する

ときはこの限りでない。 
（授業時間以外の教室等の使用） 
第９条 学生が授業時間以外に教室等学校施設及び備品を使用する場合は、事前の許可を

得て使用することができる。 
２ 学校内の施設を使用するときは、原則として７日前までに所定の届出書を提出し 
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なければならない。 
（物品の販売） 
第１０条 学生は、学校内にて営利を目的とする物品及びサービスの販売をしてはならない。 
 
 
附 則 
１．この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 
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学生心得 
 
 
１．一般心得について 
（一般心得） 

学生は、建学の精神に基づき、専修学校の使命と学生の本分をわきまえ、教養を高め

るとともに専門の学芸を修得し、民主主義で文化的な社会の一員として心身共に健康

であることに努めなければならない。 
（規則の遵守） 

学生は、学則その他の諸規程を遵守し、学内外を問わず良識をもって行動し、はくほ

う会医療専門学校赤穂校の名誉及び本校学生としての品位を傷つけるようなことがあ

ってはならない。 
２．学生証について 

１）本校の学生であることを証明する学生証は、入学時に本人に交付する。 
２）学生証は常に携帯し、本校職員の請求があった場合には、これを提示しなければ   

ならない。 
３）学生証を携帯していない者は、本校が行う試験の受験、各種証明書の請求・受領

及び図書室その他の学内施設を利用することができない。 
４）学生証は、これを他人に貸与又は譲渡してはならない。 

  ５）学生証を紛失したとき又は記載事項に異動が発生したときは、直ちに事務に届け

出て、「学生証再交付願」（様式１）により再交付を受けなければならない。 
６）次の各号の一に該当するときは、学生証を事務に返納しなければならない。 
（１）卒業、退学するとき 
（２）除籍に処せられたとき 
（３）学生証の有効期限が経過したとき 

３．名札について 
１）実習着を着用時は、名札を付けなければならない。 
２）名札を紛失及び破損した場合は、「備品破損・紛失届」（様式１９）により再交付

を受けなければならない。 
４．学生への通知及び連絡について 

１）学生への伝達・連絡事項などは、所定の掲示板に掲示される。 
５．教室の借用について 

１）授業以外で実習室を使用する場合は「施設・物品使用願」（様式 1６）により教務

に願い出て、使用教室の鍵を借り使用しなければならない。 
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  ２）使用する時は担当教授者の許可をもらい事務室の事務係に鍵を借用すること。外

部講師の教科については教務の許可をもらうこと。 
３）借用した鍵は、借用者が返却することを原則とし、借用者の判断で他の者に貸す

ことは厳禁とする。 
６．更衣室及びロッカーについて 

１）男女それぞれに更衣室があり、各個人ごとにロッカーを学校側より貸与される。 
２）更衣室およびロッカーは常に清潔にし、整理整頓に心掛けること。 
３）使用に際しては、次の事項を遵守しなければならない。 
（１） ロッカー内には、学生生活に必要な日常品を入れること。危険物などは入れ            

ないこと。貴重品の管理は自己責任とする。 
（２） ロッカーの鍵は貸与されるので、各自で保管すること。卒業時または退学時 

には貸与された鍵は返却すること。 
（３） ロッカーや更衣室内の物品等を破損または汚損した場合は、直ちに事務室に 

連絡し指示を受けること。 
（４） 更衣室では飲食は厳禁とする。 

７．喫煙について 
１）学校内・学校周辺での喫煙は厳禁とする。 
２）取り巻く環境は、各都道府県又は各市町村制定の条例等により、社会的ルールと

して確立してきているものであるため、高いモラルのもとに行動しなければなら

ない。 
３）反社会的行動として認められた者は懲戒の対象となる。 

８．携帯電話について 
１）携帯電話は、学内では電源を切るか、サイレントモードにすること。 
２）学生への緊急連絡は学校を窓口とする。学生への直接の連絡は認められない。 
３）注意指導にもかかわらず、携帯電話の取り扱い規程を遵守できない場合には、懲

戒の対象となる。 
９．服装及び通学について 

１）学内での服装は派手なものは避け、将来医療職になるものとしての自覚のもと、

本校学生としての品位をもって、良識ある服装をすること。 
   （１）頭髪は本校指定の色より明るくしないこと。 
   （２）学校内での帽子着用は原則禁止とする。 
   （３）ジャージ及びサンダルでの登校は禁止とする。（クロックスを含む。ただし 

夏季は期間限定で許可する。） 
２）実技試験及び実習等は、必要に応じ学校が定めた実習着を着用しなければなら

ない。 
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３）臨床実習時の服装は、実習着を着用し、靴は実習靴、靴下は白色を着用するこ

と。 
４）実習着を着用の場合は、左胸に名札をつけること。 

１０．自家用自動車等による通学の自粛について 
１）学生は、交通マナー向上に努め、自家用自動車、自動二輪車、原動機付自転車

による通学を自粛しなければならない。 
２）やむを得ず、自家用自動車、自動二輪車、原動機付自転車による通学は、駐車 

場等の保管場所を明確に所定の用紙に記入し、学校に提出し許可を得なければ 
ならない。 

３）無断駐車や近隣住民への迷惑行為に対する忠告３回にて停学処分とする。停学 
期間は１ヶ月とし、長期休業期間は含めない。 

１１．申請・届出について 
（休学、復学及び退学） 

学生が休学、復学及び退学しようとするときは、所定の休学、復学又は退学願にその

理由を具体的に記載し、必要なときは医師の診断書を添えて、学校長に願い出なけれ

ばならない。 
（欠席届出） 

学生が病気その他の理由により１週間以上欠席するときは、所定の届出書を医師の診

断書又は理由書を添えて、学校長に提出しなければならない。 
（住所・氏名等の変更） 

学生又は学費負担者が国籍、住所又は氏名を変更したときは、学生は速やかに学 
校長に届け出なければならない。 

（保証人の変更） 
学生は、保証人に変更が生じたときは、直ちに学校長に届け出なければならない。 

１２．健康管理について 
（定期健康診断） 

１）学生は、入学時に必ず健康診断表を提出し、本校が毎年夏期に実施する定期健康 
診断を受けなければならない。 

２）やむを得ない理由で定期健康診断を受けることができない者は、事務に届け出 
て、後日指定の医療機関でこれを受けなければならない。 

（予防接種） 
定期健康診断のほか、必要に応じて臨時の健康診断及び予防接種を行うことがある。 

（診断結果の措置） 
健康診断の結果、学校長は必要に応じて治療を指示し又は出校を停止させることがあ

る。 
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様　式 種　　　類 時　　　期 提出先 備　　　考 手数料

様式1 学生証再交付願 事由発生のとき 事務 3,240円

様式2 証明書交付願 各種証明書の交付について

1）在学証明書 必要日3日前まで 事務 200円

2）成績証明書 　　〃 〃  　9:00までの申請　当日12:00以降受渡し 500円

3）卒業見込証明書 　　〃 〃 　13:00までの申請　当日15:00以降受渡し 200円

4）卒業証明書 　　〃 〃 　13:00以降の申請　翌日12:00以降受渡し 200円

5）学生証明書 事由発生のとき 〃 ※最短で上記時間の発行になります 200円

6）受験票再発行 　　〃 〃 ※即日発行できない場合もあります 200円

8）その他 必要日3日前まで 〃 200円

その他 通学証明書交付願 〃 200円

その他 JR学割証発行願 〃 ※JR学割証発行願は年間５枚まで

様式2 7）推薦書 必要日10日前まで 〃

様式3 身上異動届 事由発生のとき 〃 戸籍上の移動の場合は戸籍抄本添付

様式4 保証人変更届 　　〃 〃 保証人変更の場合は保証書添付

様式5 欠席届 　　〃 〃 7日以上病欠の場合は診断書添付

様式6 欠課・遅刻・早退届 前日または事由発生のとき 〃

様式7 忌引届 事由発生のとき 〃

様式8 欠席等公認願 　　〃 〃 忌引の場合は忌引届添付

様式9 休学願 　　〃 〃 病気の場合は診断書添付

様式10 復学願 　　〃 〃 　　〃

様式11 退学願 　　〃 〃 　　〃

様式12 再試験受験願 当該教科目の成績発表後3日以内 〃 2,000円

様式13 追試験受験願 当該教科目試験終了後1週間以内 〃 診断書、証明証等添付 2,000円

様式14 見学・実習願 3週間前 〃

様式15 鍵借用願 事由発生のとき 〃

様式16 施設・物品使用願 原則として1週間前 〃 担当教務の許可を受け事務教務係に提出

様式17 掲示許可願 　　〃 〃

様式18 借用書 事由発生のとき 〃

様式19 物品・備品 破損・紛失届 　　〃 〃
原則として弁償
ロッカー鍵・名札再交付含

ﾛｯｶｰ鍵 実費
名札 1,000円

様式20 通学届 　　〃 〃

様式21 単位認定届 指定日までに 〃 大学の成績証明書添付

様式22 聴講願 〃

様式23 パソコン使用許可願 〃

様式24 学生証明書 事由発生のとき 〃 200円

様式25 単位認定試験受験願 〃 3,000円

様式26 卒業認定試験受験願 〃 5,000円

様式27 駐車場使用許可願 入学時および事由発生のとき 〃

様式28 学生事故報告書 〃

その他 誓約書 入学時 〃

その他 保証書 入学時および事由発生のとき 〃

授業料分納願 〃

自動二輪等通学届 入学時および事由発生のとき 〃

諸　手　続　一　覧
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様式 1 

学生証再交付願 
   年   月   日 

医療法人 伯鳳会 
はくほう会医療専門学校赤穂校 殿 

PT  OT 学科   第   学年 
学籍番号 
氏名              ㊞ 
現住所 
 

   年   月   日生 
 

下記理由により、学生証再交付を申請します。 
 

記 
理由（詳細に記入のこと） 
 

 
 
注）学生証発行料（要問合せ）を添えて提出すること。 
 
 

証明書交付願 
   年   月   日 

医療法人 伯鳳会 
はくほう会医療専門学校赤穂校 殿 

PT  OT 学科   第   学年 
学籍番号 
氏名               ㊞ 
現住所 
 

  年   月   日生 
下記のとおり証明書が必要ですので、交付をお願いします。 

 
記 

1． 証明書の種類 
（1）在学証明書                200 円×（    通） 
（2）成績証明書                500 円×（    通） 
（3）卒業見込証明書              200 円×（    通） 
（4）卒業証明書                200 円×（    通） 
（5）学生証明書                200 円×（    通） 
（6）受験票再発行               200 円×（    通） 
（7）推薦書                  500 円×（    通） 
（8）その他（            ）    200 円×（    通） 

 
2． 使用目的 
 
注）１．必要な証明書の番号を○で囲むこと。 

２．（   ）内は、必要枚数を記入のこと。 

様式 2 

60



 55

様式 3 

身上異動届 
   年   月   日 

医療法人 伯鳳会 
はくほう会医療専門学校赤穂校 殿 

PT  OT  学科 第   学年 
学籍番号 
氏名             ㊞ 
 

下記のとおり、一身上に異動がありましたのでお届けします。 
 

記 
 
１．異動年月日        年   月   日 
２．異動事項 
 旧 新 

氏 名   
住 所 〒 

TEL 
〒 
TEL 

本 籍 都・道・府・県 都・道・府・県

注）１．該当事項を〇で囲むこと。 
  ２．住所変更の場合は、新住所付近の略図を裏面に記載のこと。 
 
様式 4 

保証人変更届 
   年   月   日 

医療法人 伯鳳会 
はくほう会医療専門学校赤穂校 殿 

PT  OT 学科   第   学年 
学籍番号  
氏名               ㊞ 
現住所 
 

   年   月   日生 
 

下記のとおり、変更しましたのでお届けします。 
 

記 
１．変更年月日        年   月   日 
２．変更理由 
３．変更事項 

保

証

人 

新保証人 
氏名                        ㊞ 続柄（    ） 

住所 〒 
                   TEL 

前保証人 
氏名                                 ㊞ 

住所 〒 
                   TEL 
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様式 5 

欠席届 
   年   月   日 

医療法人 伯鳳会 
はくほう会医療専門学校赤穂校 殿 

PT  OT  学科 第   学年 
学籍番号 
氏名             ㊞ 

 
下記のとおり、欠席（ しました / します ）のでお届けします。 

記 
１． 理由 
２． 期間      年   月   日から   

     年   月   日まで  （      ）日間 
３． 欠席科目 
月・日 曜日 科 目 講 師 名 科 目 講 師 名 

      
      
      
      
      
      
注）１．該当事項を〇で囲むこと。 
  ２．病気のため欠席が７日以上にわたるときは、診断書を添付すること。 
 
 
様式 6 

欠課・遅刻・早退届 
   年   月   日 

医療法人 伯鳳会 
はくほう会医療専門学校赤穂校 殿 

PT  OT  学科 第   学年 
学籍番号 
氏名             ㊞ 

 
下記のとおり、欠課・遅刻・早退（ しました / します ）のでお届けします。 

記 
１． 理由 
２． 期間        年   月   日 
３． 欠課・遅刻・早退の時限及び科目 

 時限 1 2 3 4 5 

項目 科目      

該当欄に欠課・遅刻・早退の別を

記入すること。 
     

注）該当事項を〇で囲むこと。 
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様式 7 

忌引届 
   年   月   日 

医療法人 伯鳳会 
はくほう会医療専門学校赤穂校 殿 

PT  OT  学科 第   学年 
学籍番号 
氏名             ㊞ 

 
下記のとおり、お届けします。 

 
１． 死亡者氏名 
２． 本人との関係 
３． 期間        年   月   日から 
            年   月   日まで  （     ）日間 
４． その他（忌引間の連絡先等） 
 
 
 
 
 
 
 
様式 8 

欠席等公認願 
   年   月   日 

医療法人 伯鳳会 
はくほう会医療専門学校赤穂校 殿 

PT  OT  学科 第   学年 
学籍番号 
氏名             ㊞ 

 
下記のとおり、欠席・欠課・遅刻・早退（ しました / します ）ので公認扱いにお願いします。 

 
記 

１．理由 
２．期間         年   月   日～     年   月   日まで 
                                  （    ）日間 
３．欠課・遅刻・早退の時限及び科目（欠席の時は記入しないこと） 

   時限 １ ２ ３ ４ ５ 
 
 
項目 

    科目      

該当欄に欠課・遅刻・早退の別を記

入すること。 
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様式 9 

休学願 
   年   月   日 

医療法人 伯鳳会 
はくほう会医療専門学校赤穂校 殿 
 

PT  OT  学科 第   学年 
学籍番号 
氏名            ㊞ 

                           （保証人）氏名            ㊞ 
 

下記理由により休学したいので、許可下さるようお願いします。 
 

記 
 
１． 休学の理由 
 
２． 休学期間          年   月   日から 
                年   月   日まで 
 
注） １． 病気による休学の場合は、医師の診断書を添付すること。 
 
 
 
 
 
様式 10 

復学願 
   年   月   日 

医療法人 伯鳳会 
はくほう会医療専門学校赤穂校 殿 
 

PT  OT  学科 第   学年 
学籍番号 
氏名            ㊞ 

                           （保証人）氏名            ㊞ 
 

休学中のところ下記理由により復学したいので、許可下さるようお願いします。 
 

記 
 
１． 復学の理由 
 
２． 復学期日          年   月   日 
 
注） １． 病気による休学の場合は、復学に支障のない旨の医師の診断書を添付すること。 
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様式 11 

退学願 
   年   月   日 

医療法人 伯鳳会 
はくほう会医療専門学校赤穂校 殿 
 

PT  OT  学科 第   学年 
学籍番号 
氏名            ㊞ 

                           （保証人）氏名            ㊞ 
 

下記理由により退学したいので、許可下さるようお願いします。 
 

記 
 
１． 退学の理由 
 
２． 退学期日          年   月   日 
 
注） １．病気による退学の場合は、医師の診断書を添付すること。 
   ２．学生証、名札及びロッカーの鍵を添えて提出すること。 
 
 
様式 12 

再試験受験願 
   年   月   日 

医療法人 伯鳳会 
はくほう会医療専門学校赤穂校 殿 

PT  OT  学科 第   学年 
学籍番号 
氏名            ㊞ 

                              現住所 
                                    年   月   日生 

下記科目の再試験をお願いいたします。 
科 目 講 師 名 

  

注）１．再試験料 2,000 円を添えて提出すること。 
  ２．領収書を兼ねるものとする。 
 

割 印  
  

 
再試験受験票 

科目名  
講師名  

学科・学年 ＰＴ・ＯＴ 学科  第   学年 
氏名  
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様式 13 

追試験受験願 
   年   月   日 

医療法人 伯鳳会 
はくほう会医療専門学校赤穂校 殿 

PT  OT  学科 第   学年 
学籍番号 
氏名            ㊞ 

                              現住所 
                                    年   月   日生 

下記科目の追試験をお願いいたします。 
科 目 講 師 名 

  

※ 試験日に受験できなかった理由（診断書または証明書添付のこと） 
注）１．追試験料 2,000 円を添えて提出すること。 
  ２．領収書を兼ねるものとする。 
 

割 印  
  

追試験受験票 
科目名  
講師名  

学科・学年 ＰＴ・ＯＴ 学科  第   学年 
氏名  

 
 
様式 14 
 

見学・実習願 
   年   月   日 

医療法人 伯鳳会 
はくほう会医療専門学校赤穂校 殿 

PT  OT  学科 第   学年 
学籍番号 
氏名             ㊞ 
現住所 

  年  月  日生 
 

下記のとおり、見学・実習をいたしたいので、許可くださるようお願いします。 
施設・病院名  

所在地 
〒 
                   ＴＥＬ： 

期間 
自      年   月   日 
至      年   月   日 

目的  
公文書 
要・不要 

   注）１．予定日の３週間までに提出すること。 
  （連絡事項） 

66



 61

様式 15 
 

カギ借用願 
 

学科・学年 PT    OT    学科   第    学年 

使用者氏名  
 

使用年月日     年    月    日 
使用許可教員名  

借用時間 時    分   ～    時    分 
借用教室名  

使 用 目 的 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
様式 16  

施設・物品使用願 
   年   月   日 

医療法人 伯鳳会 
はくほう会医療専門学校赤穂校 殿 

PT  OT  学科 第   学年 
学籍番号 
氏名             ㊞ 

 
貴施設等を下記のとおり使用したいので、ご許可くださるようお願いします。 

 
日 時    年   月   日     時   分  ～   時   分 

使用目的   
場 所  

使用者氏名 
 
 

使用物品  
その他  

注）１．終了時刻を厳守すること。 
  ２．使用後は清掃を行い、火気点検、施錠を行うこと。 

３．使用物品は数量を点検し、もとの位置に返すこと。 
 
 

許可印 
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様式 17 

掲示許可願 
  年   月   日 

医療法人 伯鳳会 
はくほう会医療専門学校赤穂校 殿 

PT  OT  学科 第   学年 
学籍番号 
氏名             ㊞ 

 
別紙掲示物を下記のとおり掲示したいので、許可くださるようお願いします。 

 
期 間    年   月   日 ～     年   月   日 
目 的  
場 所  

内容及び枚数  
備 考  

注）１．現物を添付すること。 
  ２．掲示物は検印を受け、所定の場所に掲示すること。 
  ３．掲示期間終了後は、必ず取り除くこと。 
 
 
 
 
 
様式 18 

借用書 
   年   月   日 

医療法人 伯鳳会 
はくほう会医療専門学校赤穂校 殿 

PT  OT  学科 第   学年 
学籍番号 
氏名             ㊞ 

 
下記のとおり借用したいので許可くださるようお願いします。 

借用期間 
      年   月   日から 
      年   月   日まで 

目的  

使用場所  

使用物品名及び数量  

その他  

 
受領年月日 受領者 

   年  
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様式 19 

備品破損・紛失届 
   年   月   日 

医療法人 伯鳳会 
はくほう会医療専門学校赤穂校 殿 

PT  OT  学科 第   学年 
学籍番号 
氏名             ㊞ 

 
下記のとおり破損・紛失いたしましたのでお届けします。 

 
破損・紛失 

物品名 
 

期 日       年     月     日 
場 所  

理由・状況 

 
 
 
 

注）１．該当事項を〇で囲むこと。 
 
 
 
様式 20 

通  学  届 
入学年次      年度入学 学科 

学年 学科 第    学年

ふりがな 
氏  名 

 
連絡先

TEL： 
携帯：     ㊞

住  所 〒 
 

居住の種類 通 学 状 況 所 要 時 間 
自宅・アパート 
下宿・その他 

（      ） 

電車 ・ バス ・ 原付 ・ 自転車 ・ 自家用車 
自動二輪（大型・普通） ・ 徒歩 
その他（             ） 

      時間    分 

緊
急
連
絡
先

① 

住 所 
〒 

TEL： 

氏 名 続柄（     ）

緊
急
連
絡

先
② 

住 所 
〒 

TEL： 

氏 名                             続柄（     ）

   年   月   日現在 
注）１．通学経路略図（経路は朱線にて）を下記に記載のこと。 

   ２．記載事項に変更が生じた場合は、必ず届け出ること。 
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様式 21 

   年   月   日 

単 位 認 定 願 
医療法人 伯鳳会 
はくほう会医療専門学校赤穂校長 殿 

PT  OT  学科 第   学年 
学籍番号 
氏名            ㊞ 

 
下記の基礎科目の認定を許可くださいますようお願いします。 

 
記 

（認定を許可してもらいたい科目欄に〇印をつけて下さい。） 
心理学 文学 倫理学 

   
教育学 生物学 物理学 

   
統計学 社会福祉学 公衆衛生学 

   
体育   

   
※大学、短期大学等の成績証明書を提出していない者は添付して提出すること。 
※許可してもらいたい科目についてのシラバスを添付すること。 

 
 
様式 22 

聴講願 

   年   月   日 
医療法人 伯鳳会 
はくほう会医療専門学校赤穂校 殿 

PT  OT  学科 第   学年 
学籍番号 
氏名            ㊞ 

 
下記科目の聴講を許可くださるようお願いいたします。 

科 目 講 師 名 
  

※ 理由 
 

承認印  
  

 
聴講票 

科目名  
講師名  

学科・学年 ＰＴ・ＯＴ 学科  第   学年 
氏名  
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様式 23 

パソコン使用許可願 
   年   月   日 

医療法人 伯鳳会 
はくほう会医療専門学校赤穂校 殿 

PT  OT  学科 第   学年 
学籍番号 
氏名             ㊞ 
 

下記のとおり使用したいので許可くださるようお願いします。 
 

科 目 担当教員 
 ㊞ 

 

使用日時    年   月   日     
    時    分  ～    時    分 まで 

使用者氏名 
 

使用目的  
使用パソコン番号  

その他  
 
 
 
 
 
様式 24 

証 明 書            

 
 
PT   OT  学科          
氏名                  
生年月日：     年   月   日 
 
 
 
上記のものは本校の学生であることを証明する。    
 
 
 

   年   月   日  
医療法人 伯鳳会                  
はくほう会医療専門学校赤穂校                
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様式 25 

単位認定試験受験願 
   年   月   日 

医療法人 伯鳳会 
はくほう会医療専門学校赤穂校 殿 

PT  OT  学科 第   学年 
学籍番号 
氏名            ㊞ 

                              現住所 
                              昭和・平成   年   月   日生 
 

下記科目の単位認定試験の受験を許可くださいますようお願い致します。 
科 目 講 師 名 

  

注）１．認定試験料 3,000 円を添えて提出すること。 
  ２．領収書を兼ねるものとする。 
 

割 印  
  

単位認定試験受験票 
科目名  
講師名  

学科・学年 ＰＴ・ＯＴ 学科  第   学年 
氏名  

 
様式 26 

卒業認定試験受験願 
   年   月   日 

医療法人 伯鳳会 
はくほう会医療専門学校赤穂校 殿 

PT  OT  学科 第   学年 
学籍番号 
氏名            ㊞ 

                              現住所 
                              昭和・平成   年   月   日生 
 

卒業認定試験の受験を許可くださいますようお願い致します。 
 

注）１．卒業試験料 5,000 円を添えて提出すること。 
   ２．領収書を兼ねるものとする。 
 
 

割 印 
 

  
 

卒業認定試験受験票 
学科・学年 ＰＴ・ＯＴ 学科  第   学年 
学籍番号  
氏名  
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様式 27 

駐車場使用許可願 
   年   月   日 

医療法人 伯鳳会 
はくほう会医療専門学校赤穂校 殿 

PT  OT  学科 第   学年 
学籍番号 
氏名             ㊞ 

 
 

駐車場使用許可証 
 

車種  車両 No.  
学科・学年  PT  OT  学科    学年 氏名  

 
医療法人 伯鳳会 
はくほう会医療専門学校赤穂校 

 

使用日時       年    月    日 
時     分 ～     時     分 

使用目的  
そ の 他  

 
 
様式 28 

学 生 事 故 報 告 書 
   年   月   日 

このたび下記のとおり事故が発生したので、報告いたします。 
はくほう会医療専門学校 

赤穂校 
学科名・学年 学科     年

学 籍 番 号  
フリガナ  
学生氏名 （    歳）

連  絡  先 
（住所・電話番号） 

〒 
                TEL： 

事故の日時     年    月    日     時頃 
事故の場所  

活動の形態 
１．正課中  ２．学校行事中  ３．課外活動中（学校内） 
４．課外活動中（学校外）  ５．通学中  ６．その他 

課外活動中の場合の内容  
事故の状況  
外傷の内容 
（傷病名）  

治療期間（見込） 入院      日間     通院      日間 

病院名 
１．                 TEL： 
２．                 TEL： 
３．                 TEL： 
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